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名 称

創 立

業 務 開 始

本店所在地

出 資 金

店 舗 数

預 金

貸 出 金

組 合 員 数

常勤役職員数

長崎三菱信用組合
称愛（  ：まごころバンク　　　　　 ）

昭和28年1月7日

昭和28年4月1日

長崎市水の浦町1番2号

1,998百万円

7店舗、1出張所

115,996百万円

66,141百万円

25,120人

103人

（2022年3月31日現在）
P R O F I L E

C O N T E N T S



1． 事業基盤の拡大・強化
徹底した顧客面談の展開と社会貢献による地域活性化
アフターコロナにおける事業者支援の強化

2. 経営基盤の拡大・強化
収益源の多様化とＩＴを活用した業務の効率化・システム化
デジタルイノベーションの推進による新たな取引基盤の拡大

スローガンスローガン

地域に働く者の生活向上をめざし、相互扶助の精神で創立した
『勤労者による信用組合』の基盤にたって、着実な発展を期す。

1． 相互扶助の精神で着実な発展

組合員の財産形成および事業発展のニーズに応え、親しまれ、信頼され、
豊かな地域づくりに貢献する金融機関への定着を図る。

2． 豊かな地域づくりに貢献

金融環境等の変化に即応できる体制確立、人材の確保・育成により、
健全な経営の維持・伸長と職員の社会的地位の向上を図る。

3． 健全経営と社会的地位の向上

『  NEW  NEXＴ りょうしん 』『  NEW  NEXＴ りょうしん 』
～ あなたと共に 輝く未来へ ～～ あなたと共に 輝く未来へ ～

2022 りょうしん Disclosure 1

経営理念

令和４年度 事業方針



新屋貴憲
し ん や た か の り

理事長

ごあいさつ

2022 りょうしん Disclosure 2

　日頃より皆さまには格別のお引き立てを賜り厚くお礼申し上げます。

当組合は、「長崎に根ざす勤労者と地域生活者に寄り添い、生涯に亘るお手伝いを！」

を信条に、お客さまとの絆を大切にし、心の通った事業活動に役職員一丸となって

取り組んで参りました。現下の厳しい環境の中でも営々と事業展開出来ますのも、

偏に皆さまの永年にわたる温かいご支援の賜ものと深く感謝申し上げます。

　ここに、令和４年３月期の経営概況を「りょうしんの現況2022」として取りまとめ

ましたのでご高覧のうえ、より一層のご理解を賜りますようお願い申し上げます。

　さて、新型コロナウィルス問題が顕在化して２年以上の時が経過しました。感染

拡大防止に向け緊急事態宣言や蔓延防止等重点措置、時短要請など日常のあらゆる

場面が非日常となり我慢を余儀なくされ、今後もウィズコロナの新しい日常と、日々

を共にする事となります。また直近では、ロシアによるウクライナ侵攻等も相まっ

た生活関連の値上げ高騰は、日々の生活に大きな痛手となっています。この様な厳

しい時こそ、地域の皆さまに寄り添いお役に立つことが“相互扶助の精神”に立脚し

た協同組織金融機関である「りょうしん　長崎三菱信用組合」の使命であり、それに

応えられるよう“顔の見える活動”を力強く実践してまいりたいと思います。

　本年度は、昭和28年１月に長崎三菱信用組合を創立して70年目を迎えます。戦後

復興の混乱の中で、他力に頼らず「自らの力で自らの金融機関を作り、勤労者皆さま

の生活の向上を目指そう！」と、創立した精神を大切に引継ぎ、今後も80年、90年、

100年と、地域の皆さまに“愛される金融機関”を目指し、役職員一丸となって真摯に

事業に取り組んでまいります。末永い皆さまのご支援・ご愛顧を賜りますようお願

い申し上げごあいさつといたします。

2022年７月



組織図

役員紹介

理事・監事

（2022年7月1日現在）

本 店 営 業 部

経営管理本部

Ｔ Ｑ Ｃ 室

事業管理本部

本 館 出 張 所

木 鉢 支 店

深 堀 支 店

浜 町 支 店

住 吉 支 店

東 長 崎 支 店

滑 石 支 店

店
業
営

会
代
総

会
事
理

長
事
理

会

事

監

事
理
勤
常

部

本

常勤理事会

◉ 当組合は、職員出身者以外の理事（※印）の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員の意見の多面的な反映に努めています。

後列左より　理　　事　中山哲二郎（※）　　理　　事　尾﨑真太郎（※）　　理　　事　山口　考司（※）
　　　　　　理　　事　梅原　慎一（※）　　理　　事　関本　士朗（※）　　監　　事　林　　修治
　　　　　　監　　事　吉満　　諭（※）
前列左より　理　　事　寺脇　克典（※）　　常務理事　堀　　清隆　　   理 事 長　新屋　貴憲
　　　　常勤理事　永石　　浩　　 　常勤監事　吉原富士男　　 　        

（2022年7月1日現在）

事
理
務
常
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※1
※2

※2

※１　トータルクオリティーコントロール室
※２　2022年8月店舗統合により「北支店」となります。
　　　（詳しくは１8ページをご覧ください。）



■  事業方針及び金融経済環境

■  業　績

■  事業の展望及び課題

2022 りょうしん Disclosure 4

　２０２１年は、長引く新型コロナウイルス感染症の影響の下にあり厳しい状況が続きましたが、各種政策
の効果や海外経済の改善もあり持ち直しの動きがみられました。しかしながら、年明けからは、新たな変異
株による感染が急速に拡大し、再び全国各地でまん延防止等重点措置の適用による行動制限が実施される
など、内外経済への影響や金融資本市場の変動等の影響が懸念されました。
　金融分野においては、昨年より官民金融機関が総力を挙げて取り組んできた無利子無担保融資等による
資金繰り支援により、企業の資金繰りは全体としては落ち着きを見せましたが、コロナの影響が大きい産業
など今後も最大限の注意が必要であり、各種公的補助金・給付金の申請手続支援など取引先へのサポート
が求められています。
　当組合においては、「アフター /ウイズコロナ、ニューノーマルに向けたビジネスモデルの追求」・「適切なリ
スクテイクと新たな可能性の追求」を事業方針に掲げ活動を展開しました。感染拡大による経済・金融の落
ち込みなどに対処すべく、政府による累次にわたる経済対策等の実施に伴い、以前にも増して中小・小規
模事業者及び生活者の立場に立った助言・サポートが求められています。

　コロナ禍で加速したデジタル化の流れから、働き方改革の進展や人口移動の変化等、社会の変化の兆し
が現れており、政府においては、事業者支援はじめ国民が豊かに生活できる新しい資本主義社会の実現に
向け、スピード感ある施策の展開が期待されています。
　金融分野においては、引き続き金融仲介機能を十分に発揮するとともに、顧客との絆を活かしたコンサル
ティング機能を発揮し、より一層の金融サービスの向上が求められています。
　２０２２年度は「新中期経営計画」の初年度にあたり、当組合の将来を展望する事業年度で、創立７０周年
を迎える重要な節目の年となります。感染拡大懸念の中で、人流の抑制や経済活動の停滞、原材料の不足
や原油価格の高騰など経済活動の維持と向上に大きなリスクがありますが、お客さまへの徹底した訪問によ
り、一人ひとりの相談に親身に対応する面談機会の創出を一層強化し、地域貢献を実践しサステナブルな経
営基盤の構築を目的に、積極果敢に取り組んでまいります。

　預貸金の推進、有価証券の効果的な運用と業務効率化により、損益は事業計画を上回りました。
　◉預金の平均残高は対前年度比３０億円増加(伸率２.７％)の１,１５６億円(計画１,１２９億円)
　◉貸出金の平均残高は対前年度比１９億円増加(伸率３.１％)の６５７億円(計画６６２億円)
　◉損益は業務純益３３７百万円、税引前当期純利益２７６百万円、当期純利益２０７百万円

 令和３年度　経営環境・事業概要



■  預金と運用について

■  収益について

■  経営の健全性について
＜自己資本比率＞ ＜不良債権比率＞

預金積金

債権額
654億円

令和3年3月末 令和4年3月末

令和3年3月末 令和4年3月末令和３年3月末 令和4年3月末令和２年3月末

貸出金、有価証券

1,140億円

551億円

589億円

令和2年3月末

1,095億円

定期預金・積金
540億円

普通預金など
555億円

1,159億円

547億円

612億円

7.02％ 7.06％ 7.05％

8.0％
（国際基準）

（国内基準）
4.0％

4億円（0.70％）

債権額
629億円

令和2年3月末
3億円（0.59％）

債権額
662億円

4億円（0.69％）

令和3年3月末 令和4年3月末

1,021億円

367億円

654億円

令和2年3月末

976億円
有価証券
347億円

貸出金
628億円

1,067億円

406億円

661億円
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　普通預金、定期預金を中心に 1,159億円の預金をお預かりしております。お預かりした預金は
661億円を資金が必要な方や事業所などへの貸出金として、その他を国債や安全性の高い社債など
の有価証券を中心として運用を行っております。

　経常収益は16億９千万円（前期比１億1千万円減少）、純利益は２億円（同９千万円増加）の計上となり
ました。
　令和４年度も貸出金や役務収益の増強、経費削減などを確実に実施し、収益の確保に努めてまいり
ます。

　令和４年３月末の自己資本比率は、
7.05%となりました。国内基準の4%を上
回り、良好な水準を保っております。

（自己資本比率とは）
　貸出金や保有する有価証券などの総資産に占める資本金や利益の蓄積などの
割合です。国内で業務を行う場合には４％以上、海外でも業務を行う場合
には８％以上の比率が義務付けられております。

※ 詳しくは40ページ「自己資本の充実の状況」をご参照下さい。

（不良債権とは）
毎月の返済が遅れたり、滞るなど不良化した債権です。
（不良債権比率とは）
債権額に占める不良債権の割合です。
（債権額とは）
貸出金の元本、利息などの総額です。　
※詳しくは37ページ「協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生
法開示債権の保全・引当状況」をご参照下さい。

　令和４年3月末時点の総貸出金に対する
不良債権の割合は0.69%（4億円）となり
ました。　
（不良債権のうち、93.85％は担保や保証、引当金などにより
カバーされております。）

令和３年度 経営内容



（単位：千円）

（単位：千円）

■  主要勘定残高

■  損　益

■  自己資本比率

■  出　資

■  店舗および職員数

（注） 1. 残高計数は、年度末日現在のものです。
 2. 自己資本比率は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

預 金 積 金 残 高
貸 出 金 残 高
有 価 証 券 残 高
純 資 産 額
総 資 産 額

組 合 員 数
出 資 総 口 数
出 資 総 額
配 当 金

（人）

（口）

（千円）

（千円）

店舗数 (うち出張所)
職 員 数

（店）

（人）

経 常 収 益
業 務 純 益
経 常 利 益
当 期 純 利 益

自己資本比率（単体）

110,525,354
57,142,913
25,791,202
4,846,483

132,180,824

110,127,791
60,539,153
33,871,727
5,025,337

140,578,001

109,539,093
62,893,395
34,763,451
4,928,591

138,550,598

114,099,192
65,403,554
36,771,060
5,162,131

152,797,780

115,996,245
66,141,410
40,630,254
5,187,851

158,236,827

1,493,246
34,473
59,969
44,587

1,532,155
105,248
120,964
116,432

1,628,756
186,326
192,384
181,057

1,813,710
231,148
125,302
110,661

1,695,717
337,013
323,432
207,420

25,810
2,000,256
2,000,256
40,725

25,601
1,991,955
1,991,955
40,067

25,350
1,980,295
1,980,295
40,008  

25,221
1,995,432
1,995,432
39,760

25,120
1,998,559
1,998,559
39,863

8（1）
101

8（1）
97

8（1）
98

8（1）
107

7.35％ 6.75％ 7.02％ 7.06％

項　 　　　目

項　 　　　目

項　 　　　目

項　 　　　目

項　 　　　目

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度
8（1）
101

7.05％

令和３年度

令和３年度

令和３年度

令和３年度

令和３年度
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主要な経営指標の推移



当組合では、お客さまにより一層のご満足をいただけるよう、お取引に係る苦情等を受け付けておりますので、
お気軽にお申出ください。

　東京弁護士会、第一東京弁護士会、第二東京弁護士会（以下「東京弁護士会等」という。）のほか、福岡県弁
護士会が設置運営する紛争解決センター（以下「福岡県弁護士会 紛争解決センター」という。）で紛争の解決を図
ることも可能ですので、当組合経営管理本部またはしんくみ相談所へお申出ください。
　また、お客さまが直接、東京弁護士会等や福岡県弁護士会 紛争解決センターへ申し出ることも可能です。
　なお、東京弁護士会等では、東京以外の地域の方々からの申立について、当事者の希望を聞いたうえで、アクセ
スに便利な地域で手続を進める方法もあります。
　① 移管調停： 東京以外の弁護士会の仲裁センター等に事件を移管する。
　② 現地調停： 東京の弁護士会の斡旋人と東京以外の弁護士会の斡旋人が、弁護士会所在地と東京を結ぶテレ
　　   ビ会議システム等により、共同して解決に当たる。

※ 苦情等とは、当組合との取引に関する照会・相談・苦情・紛争のいずれかに該当するものおよびこれらに準ずるものをいいます。

※ 相談所は、公正・中立な立場でお申出を伺い、お申出のお客さまの了解を得たうえ、当該信用組合に対し迅速な解決を要請します。

※移管調停、現地調停は全国の弁護士会で実施している訳ではありませんのでご注意ください。具体的内容は仲裁センター等にご照会ください。

福岡県弁護士会 紛争解決センター

苦情等のお申出は、当組合のほか「しんくみ相談所」をはじめとする他の機関でも受け付けています。
（くわしくは当組合経営管理本部へご相談ください。）

電話番号 ： ０１２０－３２４８９２（フリーダイヤル）
受付時間 ： 当組合営業日の午前９時～午後５時

当組合への
お申出先

「お取引先店舗」または「経営管理本部 りょうしんホットライン」にお願いいたします。

りょうしんホットライン

名　　称
住　　所
電話番号
受付日時間

しんくみ相談所　（一般社団法人 全国信用組合中央協会）
〒104－0031　東京都中央区京橋1－9－5（全国信用組合会館内）
03－3567－2456
月～金（祝日および協会の休業日は除く）　午前9時～午後5時

〒100－0013　東京都千代田区霞ヶ関1－1－3
03－3581－0031
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：00 / 13：00～15：00

名　　称
住　　所
電話番号
受 付 日
時　　間

東京弁護士会 紛争解決センター

03－3595－8588
月～金（除 祝日、年末年始）
10：00～12：00 / 13：00～16：00

第一東京弁護士会 仲裁センター

03－3581－2249
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：00 / 13：00～17：00

第二東京弁護士会 仲裁センター

〒810－0004
福岡市中央区渡辺5－14－12
（南天神ビル内）
092－741－3208
月～金　10：00～19：00
土日・祝日　10：00～13：00

名　　称

住　　所

電話番号
受 付 日
時　　間

天神弁護士センター
〒803－0816
北九州市小倉北区金田1－4－2
（北九州弁護士会館内）
093－561－0360
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：30 / 13：30～15：30

北九州法律相談センター
〒830－0021
久留米市篠山町11－5
（筑後弁護士会館内）
0942－30－0144
月～金（除 祝日、年末年始）
9：30～12：00 / 13：00～17：00

久留米法律相談センター

〒100－0005　東京都千代田区丸の内3－4－1
03－3286－2648
月～金（除 祝日、年末年始）　9：00 ～17：00

〒101－8335　東京都千代田区神田淡路町2－9
0570－022808
月～金（除 祝日、年末年始）　9：15～17：00

名　　称
住　　所
電話番号
受付日・時間

生命保険相談所（社団法人 生命保険協会） そんぽADRセンター
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（社団法人 日本損害保険協会）

苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

当組合は、お客さまからのお申出について、以下の通り金融ＡＤＲ制度も踏まえ、内部管理態勢等を整備して迅速・公平・適切な
対応を図り、もって当組合に対するお客さまの信頼の向上に努めます。
1. お客さまからの苦情等については、各営業店または経営管理本部で受け付けます。
2. お申出いただいた苦情等は、事情・事実関係を調査するとともに、必要に応じ関係部署との連携を図り、公正・迅速・誠実に対応し、解決に努めます。
3. 苦情等の受付・対応にあたっては、個人情報保護に関する法律やガイドライン等に沿い、適切にお取扱いたします。
4. お客さまからの苦情等のお申出は、しんくみ相談所をはじめとする他の機関でも受け付けていますので、内容やご要望等に応じて適切な機関をご紹介
し、その標準的な手続等の情報を提供いたします。

5. 紛争解決を図るため、弁護士会が設置運営する仲裁センター等を利用することができます。その際は、しんくみ相談所の規則等を遵守し解決に取り
組みます。

6. 顧客サポート等に係る情報の集約、苦情等に対する対応の進捗状況および処理指示については、経営管理本部が一元的に管理します。
7. 反社会的勢力による苦情等を装った圧力に対しては、規程等に基づき、必要に応じ警察等関係機関との連携を図ったうえ、断固たる対応を取ります。
8. 苦情等に対応するため、研修等により関連規定等に基づき業務が運営されるよう、組合内に周知・徹底を図ります。
9. 苦情等の内容について分析し、調査を行った苦情等の発生原因を把握したうえ、苦情等の再発防止、未然防止に向けた取り組みを不断に行います。



■  金融商品にかかる勧誘方針

当組合は金融機関としての社会的な使命と公共性を自覚し、役職員一人ひとりが法令や諸規程、
社会的なルールを厳正に遵守するよう徹底を図っております。

① 信用組合の社会的使命と公共性の自覚と責任
② キメ細かい金融等サービスの提供と地域社会発展への貢献
③ 法令やルールの厳格な遵守と適正な業務運営
④ 反社会的勢力の排除
⑤ 経営の積極的ディスクローズ（情報開示）とコミュニケーションの充実

　

コンプライアンス体制図（2022年7月1日現在）

コンプライアンスに対する取り組みの基本方針
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コンプライアンス（法令、規則等の遵守）への取り組み

　常勤理事会において、コンプライアンスについてのあり方をあらゆる角度から検討し、コンプライアン
ス態勢の確立を目指し、これを経営の最重要課題と位置付けております。また法務リスクを統括するため、
コンプライアンス委員会を設置し、法務問題の一元管理・営業店指導を行うとともに各部店にコンプライ
アンス・オフィサー（法令遵守担当者）を任命し、統括部署と連携を図っております。

　当組合は『金融商品販売等に関する法律』に基づき、金融商品の販売等に際しては次の事項を遵守し、勧
誘の適正の確保を図っております。

金融商品に係る勧誘方針
1．当組合は、お客さまの知識、経験、財産の状況および当該金融商品の販売に係る契約を締結する目的に照らして、
適正な情報の提供と商品説明を行います。

2．商品の選択・購入は、お客さまご自身の判断によってお決めいただきます。その際、お客さまに適正な判断をして
いただくために、当該商品の重要事項について説明を行い、十分理解していただくよう努めます。

3．当組合は、誠実・公正な勧誘を心がけ、お客さまに対し不確実なことを断定的に申し上げたり、事実でない情報を
提供するなど、お客さまの誤解を招くような勧誘は行いません。

4．当組合は、良識を持った節度ある行動により、お客さまの信頼の確保に努め、お客さまにとって不都合な時間帯や
迷惑な場所での勧誘は行いません。

5．当組合は、役職員に対する研修等を充実し、金融商品に関する知識の充実を図るとともに、適切な勧誘が行われる
よう、内部管理体制の強化に努めます。

コンプライアンス統括部署（経営管理本部）顧問弁護士

本部（経営管理本部・事業管理本部・ＴＱＣ室）・営業店
（コンプライアンスオフィサー配置　　　　職員）

監事会（監事）

相談

賞罰委員会
決定

答申（理事長）

付議

報告 指示

常勤理事会（理事長）

理　事　会（理　事）

報告 指示

監査

コンプライアンス委員会（事務局　経営管理本部）

内
部
通
報
制
度

報
告
・
相
談

監
査
・
連
携



当組合は、以下の「保険募集指針」に基づき、適正な保険募集に努めてまいります。
■  保険募集指針

■  「犯罪収益移転防止法」に基づいた対応について

■  ）口窓談相話電まさ客お（」ンイラトッホんしうょり「

（1） 保険契約者・被保険者になる方は下記のいずれかに該当する場合は、当組合の組合員の方を除き、一部の保
　　険商品をお取扱いできません。

（2） 」方の員役・員業従の等人法先資融の上以名12が数員業従「」方の員合組の合組当るす当該に）1（記上「 を保
　　険契約者とする一部の保険商品の契約につきましては、保険契約者一人あたりの通算保険金額その他の給付金
　　合計額（以下「保険金額等」といいます）を、次の金額以下に限定させていただきます。

当組合は、ご契約いただいた保険契約の内容や各種手続方法に関するご照会、お客さまからの苦情・ご相談等の契
約締結後の業務にも適切に対応いたします。
なお、ご相談・照会・お手続等の内容によりましては、引受保険会社所定のご連絡窓口へのご案内、または保険会
社と連携してご対応させていただくこともございます。

当組合は、保険募集時の面談内容等を記録し、保険期間が終了するまで適切に管理いたします｡
また、お客さまから寄せられた苦情･ご相談等の内容は記録し、適切に管理いたします｡

◉

◉

　「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき、お取引の際には、ご本人の確認を行うため所定
の公的証明書の提示をお願いしております。多発している「ニセ電話詐欺」等の未然防止につながった例も
ございます｡
　お客さまのご理解とご協力をお願い申し上げます｡

　電話相談専用回線を設け、お客さまからのご意見･苦情などへの迅速な対応を心掛けております｡

0120－324892

① 当組合から事業性資金の融資を受けている法人・その代表者・個人事業主等である当組合の組合員の方
　（以下、総称して「融資先法人等」といいます）
② 従業員数が20名以下の「融資先法人等」の従業員・役員の方

① 生存または死亡に関する保険金額等：1,000万円
② 疾病診断、要介護、入院、手術等に関する保険金額等

ａ．診断等給付金（一時金形式）
ｂ．診断等給付金（年金形式）

ｃ．疾病入院給付金

ｄ．疾病手術等給付金

1保険事故につき100万円
月額換算5万円
5千円

】円万1は険保るれら限に病疾の定特【 

1保険事故につき20万円
】円万04は険保るれら限に病疾の定特【 

＊合計1万円

＊合計40万円

電話番号 ：
受付時間 ：当組合営業日の午前9時～午後5時
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◉ 当組合は、保険業法をはじめとする関係法令等を遵守いたします。
万一、法令等に反する行為によりお客さまに損害を与えてしまった場合には、募集代理店として販売責任を負います。

◉ 当組合は、お客さまに引受保険会社名をお知らせするとともに、保険契約を引受け、保険金等をお支払いするのは保険
会社であること、その他引受保険会社が破たんした場合等の保険契約に係るリスクについてお客さまに適切な説明を行
います。

◉ 当組合は、取扱保険商品の中からお客さまが適切に商品をお選びいただけるように情報を提供いたします。

◉ 当組合が取扱う一部の商品につきましては、法令等により以下のとおりご加入いただけるお客さまの範囲や保険金等に
制限が課せられています。

コンプライアンス（法令、規則等の遵守）への取り組み



■  統合的リスク管理の基本方針

【各種リスク管理方針について】

信用リスク

市場リスク

流動性リスク

事務リスク

ク
ス
リ
他
の
そ

システムリスク

顧 客 保 護

法　　務
リ ス ク

風　　評
リ ス ク

人事・労務
リ ス ク
有形資産
リ ス ク
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  （

リスク管理体制

（1） リスク管理を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、そのためのリスク管理体制を整備し、リスク
を適切に把握・管理することにより、経営にとって許容可能な水準に収めた上で収益力の強化を図っ
ていく。

（2） 「健全性の維持」と「収益力の向上」の双方のバランス（リスク・アペタイト・フレームワーク）のとれた
経営をめざし、自己責任においてリスク管理の質を高めていく。

（3） 経営陣自らが各業務分野におけるリスクの性質や量、適切な管理手法を十分把握し、リスクに関わる
情報について的確かつ遅滞なく報告を受け、リスク管理の重要な方針を決定していく。

⑴中小企業等のライフサイクルに応じた適切な支援により与信管理の充実を図る。
⑵大口与信先および管理債権先の管理徹底を図る。
⑶信用リスク管理規程等に則り与信信用リスクの厳正な把握に努める。
⑷アフターコロナ、ウィズコロナを踏まえた金融円滑化に向けた適切な対応に努める。
⑸保有有価証券の格付、株価、決算・財務状況等の最新情報の収集を行い、信用状況把握に努める。

⑴経済情勢や金利動向を予測し、急激な金融環境の変化に対応するようリスクコントロールを行い、
安定的な収益確保に努める。    

⑴金融機関における流動性リスク管理は、業務の健全性および適切性の観点から極めて重要であるこ
とを認識し、当組合の資金調達・運用特徴を理解し、適切かつ安定的な資金繰りを行う。
⑵必要収益を確保しつつ、流動性危機時に備え市場流動性・換金性が高い有価証券の保有に努める。

⑴全ての業務に事務リスクが存在することを常に認識し、「事務規定・要領等」に則った正確な事務の
励行により、リスクの軽減・未然防止に努める。
⑵法改正等へ適切に対応し、規定・要領等を整備し、正確な事務処理の徹底を図る。

⑴顧客の信頼・安心感の確保等、安全で安定したシステムの構築・維持ならびにサイバーセキュリティ
の確保に取り組んでいく。
    
⑴法務関連情報を的確に収集・管理するとともに、顧問弁護士等の活用を図りながら法務リスク防止
およびリスクの軽減を図る。
   
⑴評判の悪化や風説の流布等による顧客動向の変化に注意し、信用が低下することから生じる損失・
損害などに対して、迅速・適切な対応を図る。 
⑵信用組合業界に関する報道、風説等により当組合の評判が悪化し、信用低下につながることが無い
ように注意する。発生または予見される場合は、影響を最小限にとめるため、迅速かつ適正な対応
をとる。  

⑴経営方針、就業規則、コンプライアンス・マニュアル等に基づき、組織の活性化と職員の人権尊重
を柱とした人事労務・安全衛生対策を実施し、職員各自が最大限能力を発揮できる環境を整備する。

⑴万一の災害や犯罪等発生時の人的損失ならびに物的損失の軽減に努める。

⑴顧客のニーズを尊重し、顧客の保護および利便性の向上を図り、業務の健全性ならびに適切性の確
保・維持を行う。
⑵リスクベースアプローチに基づくマネロン・テロ資金供与のリスク管理態勢構築に取り組んでいく。



■  法令等遵守体制

■  リスク管理体制
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　金融の自由化・国際化の進展といった金融環境の大き
な変化に伴い、信用組合経営に係るリスクはますます多
様化・複雑化しており、リスク管理の重要性は従来にも
増して高まっております。
　当組合は、経営の健全性維持・向上のためにリスク管
理体制の充実とリスク管理の強化を図っていくことが経営
の最重要課題であると考えており、統合的リスク管理規
程により各種リスクを管理しております。　また、毎年理
事会において定める統合的リスク管理の基本方針に基づ
き、常にリスク管理体制を整備・強化し、リスク管理の
質を高め、リスクを経営の受容可能な水準に収めたうえで、
収益の強化を図るといった「健全性の維持」と「収益力の向
上」の双方にバランスのとれた経営を目指しております。

◇リスクの内容とリスク管理体制
　当組合は、信用リスク、市場リスク（金利リスク・価格
変動リスク・為替リスク）、流動性リスク、事務リスク、
システムリスク等の様々なリスクについての管理体制を強
化するために「統合的リスク管理委員会」を設置し、諸リス
クの一元的把握管理を行うとともに適時、適切に経営方
針に反映するよう努めております。

◇信用リスク管理
　信用リスクとは与信先の倒産や業況の悪化などから、
貸出金等の元金や利息の回収が困難となり、これに伴っ
て損失が発生するリスクをいいます。
　当組合では、資産の健全性向上を目的として、従来か
ら貸出金の審査・管理部門を他の部門から分離独立させ
ており、厳格な審査・管理体制をとっております。
　審査にあたっては、取引先の財務内容の検討や、企業
の特性、成長性、業界動向の分析等定量面と定性面の両
面から総合的な与信判断に努めております。
　融資面では、勤労者を中心とした小口融資が大半であ
り、健全性を確保してまいりましたが、今後とも、この基
本方針を堅持してまいります。また中小企業・個人事業
者への融資につきましては、長崎県信用保証協会保証を
併せながら推進を図ってまいります。

◇市場リスク、流動性リスク管理
　市場リスクとは、金利や債券・株式相場、為替相場の
変動により保有する資産の価値が変動し、損失が発生す
るリスクをいいます。
　また、流動性リスクとは市場からの調達能力の低下、
流動性確保不足等により必要な資金が確保できないリス
クや、市場の混乱等により市場取引が円滑にできず、そ
れに伴って損失が発生するリスクをいいます。
　当組合では、安定した資金収益を確保するために、経済・
金融動向を的確に把握することに努め、ALM委員会によ
る資産・負債の総合管理を実施しております。
　また、資金運用委員会を設け、資金運用環境の分析、
取得金融資産の選別などを実施するほか、リスクの種類・
性格に応じ、これを適切なものにコントロールするよう努
めております。

◇事務リスク管理
　事務リスクとは、各種組合取引を処理するための事務を
正確にあるいはタイムリーに行わなかったり、不適切な処

理を行ったりしたために生じる事故や不祥事などにより損
失が発生するリスクをいいます。
　当組合では、このようなリスクを回避するため、事務水
準の向上、事務事故防止、業務運営の適正化・効率化など、
事務管理体制の強化に取り組んでおります。
　具体的には、各種事務取扱規定やマニュアルを定め、
厳格な取扱いを徹底するとともに、業務別、階層別研修
やOJTなどを実施し、事務の品質・水準の向上に努めて
おります。

◇システムリスク管理
　システムリスクとは、災害やコンピュータシステムの障害
などにより、コンピュータの停止または誤作動等によって
損失が発生するリスクをいいます。
　当組合は、SKCセンター（信組情報サービス株式会社）
へ加盟し、SKCホストコンピュータの機能障害については
予備のシステムを保有しており、突然の障害等にも対応で
きる態勢を整えております。さらに通信回線の二重化や
データファイルの二重化を行っており、システムの安全対
策に万全を期しております。

◇内部監査体制
　当組合では、リスク管理の実効性を高め不正事故・事
務ミスなどを防止し、経営の健全性を維持・向上させるた
めに、組合内の監査組織としてTQC室を設置しています。
TQC室では、営業店・本部各部への立入り監査を原則年
１回実施し、厳正な監査と適切な指導を行っております。
(TQC室：トータルクオリティコントロール室）

　金融機関がその社会的責任や公共的使命を果たし、お
客さまの信頼を獲得していくためには、業務の健全かつ適
切な運営と経営の健全性確保が不可欠であり、経営トッ
プのリーダーシップのもと、高い倫理観と遵法精神を常に
認識し、法令等遵守を着実に実践しなければなりません。
　当組合では、コンプライアンス体制の確立が経営の最
重要課題であるとして、常勤理事会において当組合での
コンプライアンス(法令等遵守）のあり方をあらゆる角度か
ら検討し、全社的な取り組みとして役職員一丸となってコ
ンプライアンスの徹底に努めております。具体的には、法
務リスクを統括するためにコンプライアンス委員会を設置
して法務問題を一元管理するとともに、各部店に配置した
コンプライアンス・オフィサー（法令等遵守担当者）との連
携を強化して適切な対応を行っています。また、コンプラ
イアンスの具体的な手引書または実践計画書として、コン
プライアンス・マニュアルおよびプログラムを策定し、コ
ンプライアンスの徹底を図っております。
　コンプライアンス・マニュアル、プログラムを全職員に
配布し、全部店で勉強会等を実施するほか、集合研修の
受講等により、法令等遵守の企業風土醸成と全役職員の
意識高揚・レベルアップに努めております。

リスク管理体制および法令遵守体制に対する取り組み



（注）  氏名の後に就任後の連続回数を記載しております。
（2022年7月1日現在）

藤村　誠　　①
山脇　諒一　①
松尾　武晴　①
田中　敬一郎①
田中　卓磨　②
黒田　真太郎①
田口　将平　①
中川　誠　　②
大岩根　惇　①
林田　悦学　①
古川　和徳　①
濱﨑　秀一　①
西﨑　民　　①
松﨑　智子　①
森﨑　将斗　①
小川　誠　　①
朝日　雅彦　①
木下　雄貴　①
鈴木　透　　①
原田　恭之　①
中村　圭志　①
藤井　雄基　①
藤井　寛　　①
今村　智哉　①
山口　幸輝　①
上田　祐介　①
森田　貴博　①
吉田　圭助　①
横山　泰一郎①
中坂　大地　①

濱里　将大　①
浦田　幹康　①
清國　梨愛　①
沖本　貴寛　①
久保　雄浩　①
野中　慎司　②
友成　裕敬　①
福田　健作　①
田中　靖夫　①
橋本　幸司　④
奥村　稔哉　①
中山　竜馬　⑦
竹田　和樹　③
澤村　広和　①
渡辺　拓也　①
山口　辰幸　①

〔職域総代（46名）〕 〔店周総代（93名）〕

■  総代会の制度とは

■  総代の定数、任期、選出方法

■  総代氏名 総代数139名 ）同不順・略称敬（ 

喜多　昭夫　⑦
岩永　正和　③
森山　繁　　④
小西　良一　⑦
池崎　道男　⑧
前川　亮　　⑧
三好　保行　⑥
南　光輝　　⑤

浜町支店
山﨑　成弘　⑤
木村　武蔵　②
若杉　伴哉　②
園田　敏朗　⑤
山﨑　正晶　④
宮﨑　浩二　②
鎌田　秀光　⑧
渡邊　義臣　②
佐藤　功　　③
金谷　繁臣　⑧
髙山　英樹　③
福田　正二　⑤
香田　正宣　⑤

滑石支店
髙野　真一　①
東　美暢　　③
堀　憲一　　③
入江　厚誠　②
浦田　進一郎③
山﨑　譲　　④
三田　真寛　②
若杉　進　　③
葉山　覚　　②
平尾　正治　⑦
渡部　恭三　③
長谷崎　正弘⑦
古谷　東明　⑥
奥山　直　　③
中川　勝秀　⑤
森内　洋一　⑥
川内　光弘　①

住吉支店
岩本　匡　　④
船越　兼也　②
今泉　利行　③
小川　隆芳　④
藤井　篤　　⑥
山田　貴詞　④
西田　秀実　②
大石　直幸　④
小林　遼太郎②
吉田　隼人　③

松尾　敬一　①
山口　征彦　③
向　潮　　　⑦
中島　仁　　⑥
中村　豪　　④
髙比良　末男③
源城　和雄　③
分部　悟　　⑤
荒木　光　　①
森田　久美　⑤

東長崎支店
平松　智幹　②
赤瀨　隆一　②
田中　康隆　①
福田　博之　②
相田　憲二　②
村野　磯秋　③
西川　邦男　③
向井　繁満　①
冨永　信男　①
坪田　忠　　②

本店営業部
宮田　諭司朗①
肥喜里　祐二③
我那覇　義一⑤
今道　勝行　⑨
初田　博當　⑩
岩井　正壽　②
渕　義宏　　①

木鉢支店
鶴田　満徳　①
河邉　晴一　③
朝長　聡　　①
井石　光彦　②
小串　雄也　⑤
駒田　俊彦　⑥
黒田　義夫　⑤
本村　清治　⑦
梶原　富茂　⑤
林田　勝義　⑦
原　伸一　　②
井手　壽人　⑥

深堀支店
峰　利美　　⑤
三浦　雅　　③
大亀　厚志　①
村田　嘉幸　③
井手上　謙二③
藤尾　淳　　①
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総代会について

　信用組合とは、組合員の「相互扶助」の精神を基本理念に、組合員一人ひとりの意見を大切にする協同
組織金融機関です。したがって、組合員は出資口数に関係なく、一人一票の議決権を持ち、総会を通じ
て当組合の経営に参加することになります。当組合では組合員数が多いので、組合員の意見などを適正
に反映するために、総会に代わる総代会制度を採用しております。
　総代会は、定款の変更、決算事項の承認、役員（理事・監事）の選任などの重要事項を決議する最高
意思決定機関です。組合員一人ひとりの意見が当組合の経営に反映されるように、組合員の中から総代
選挙規程に従い適正な手続きを経て選任された総代により運営されております。

1. 総代の定数
　　総代の総数は、100人以上160人以内とし、選挙区ごとに定数を定めております。
2. 総代の任期
　　総代の任期は、定期改選期の10月1日より2年間となっています。
3.総代の選出方法
　　総代選挙規程に則り、各選挙区ごとに立候補した組合員の中から、公平に選挙を行い選出されます。
　　なお、立候補者の数が定数を超えない場合は、無投票当選となります。 
4.総代の重任制限
　　連続して10期20年の重任制限を設けています。



第69期 通常総代会の模様

■ 第69期　通常総代会の決議事項

当期中の報酬支払額 総会等で定められた報酬限度額
（単位：千円）

70,000
16,000
86,000

区  分
理  事
監  事
合  計
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報告事項　　第69期（令和３年度）事業報告の件

決議事項
第1号議案　第69期（令和３年度）計算書類等（貸借対照表、

損益計算書及び剰余金処分案）承認の件
第2号議案　第70期（令和４年度）事業計画（案）並びに収支

予算（案）承認の件
第3号議案　第70期（令和４年度）最高借入限度額承認の件
第4号議案　組合員除名の件
第５号議案　定款一部変更の件
第６号議案　任期満了に伴う役員選任の件
第７号議案　退任役員に対する慰労金贈呈の件

総代会について

　2022年6月20日に第69期 通常総代会を開催し、下記のとおり報告事項の報告を行うととも
に、決議事項については原案通り承認可決されました。

〈報酬体系について〉
１．対象役員

当組合では、理事全員及び監事全員（非常勤を含む）の報酬体系を開示しております。対象役員に対する報酬等は、職務執行の対価と
して支払う「基本報酬」及び、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退職慰労金」で構成されております。

（１）報酬体系の概要
　【基本報酬】

　非常勤を含む全役員の基本報酬につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最高限度額を
決定しております。 
　そのうえで、各理事の基本報酬額につきましては役位や在任年数等を勘案し、当組合の理事会において決定しております。
　また、各監事の基本報酬額につきましては、監事の協議により決定しております。

　【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会にて承認を得た後、当組合所定の内規に基づ
き支払っております。

（２）役員に対する報酬

注１．上記は、協同組合による金融事業に関する法律施行規則第15条別紙様式第４号「附属明細書」における役員に対する報酬です。
注２．支払人数は、理事10名、監事３名です（退任役員を含む）。
注３．使用人兼務理事１名の使用人分の報酬は、5,338千円です。
注４．役員退職慰労金は、200千円です。

（３）その他
　「協同組合による金融事業に関する法律施行規則第69条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用
協同組合等の業務の運営又は財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成24
年３月29日付金融庁告示第23号）第３条第１項第３号及び第５号に該当する事項はありません。

２．対象職員等
　当組合における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当組合の職員、当組合の主要な連結子法人等の役職員であって、対象
役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当組合の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和３年度において、対象職員等に該当するものはいませんでした。
注１．対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
注２．「主要な連結子法人等」とは、当組合の連結子法人等のうち、当組合の連結総資産に対して２％以上の資産を有する会社等をいいます。
注３．「同等額」は、令和３年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
注４．当組合員の職員の給与、賞与及び退職金は当組合における「職員賃金規則」及び「職員退職金規則」に基づき支払っております。 

なお、当組合は、非営利・相互扶助の協同組合組織の金融機関であり、業績連動型の報酬体系を取り入れた自社の利益を上げることや株価を上げることに動機づ
けされた報酬となっていないため、職員が過度なリスクテイクを引き起こす報酬体系はありません。

35,549
8,858
44,407

※新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、
　書面議決権行使による縮小規模で開催しています。



「経営者保証に関するガイドライン」の取り組み状況
 令和２年度 令和３年度
新規に無保証で融資した件数 48件 33件
新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 19.51％ 22.15％
保証契約を解除した件数 0件 0件
経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成立件数（当組合をメイン金融機関として実施したものに限る） 0件 0件

■  創業・新事業支援

■  「経営者保証に関するガイドライン」への対応

■    金融円滑化への対応

■  事業承継・事業再生支援

■  りょうしんサポート倶楽部による支援

地域活性化に関する取り組み方針

中小企業の経営支援および地域の活性化に関する取り組み状況

地域活性化のための取り組み
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　当組合は、地元の中小企業・個人事業主や住民の皆さまが組合員となって、お互いに助け合い、発展し
ていくという相互扶助の理念に基づき運営されている協同組織金融機関です。
　中小企業・個人事業主や住民の皆さま一人ひとりの顔が見えるキメ細かな取引を基本としており、常に
お客さま（組合員）の事業発展や生活の向上に貢献するため、組合員の利益を第一に考えることを基本と
しております。また、地域社会の一員として、当組合の経営資源を活用し、地域社会の生活の質や文化の
向上に積極的に取り組んでまいります。

　当組合は、協同組織金融機関として個人や中小企業・個人事業主の皆さま方への金融サービスの向上に
努め、地域に密着した活動を推進してまいりました。また、平成２５年７月に中小企業経営力強化支援法
に基づく「経営革新等支援機関（認定支援機関）」として認定を受け、さらに平成２７年８月には日本政
策金融公庫と「業務提携・協力に関する覚書」を締結いたしました。
　今後も、認定支援機関として地域貢献および支援体制を強化するとともに、日本政策金融公庫との連携
により、長崎市エリアの経済活性化への貢献も目指してまいります。

　当組合は公共的使命をまっとうするため、組合員や地域社会の期待・信頼に応え、適切な情報開示を行
うとともに、組合員の皆さまとの対話により金融の円滑化を推進してまいりました。
　今後もこれまでと同様に、コンサルティング機能の一層の強化に努め、地域貢献に取り組んでまいりま
す。

　当組合では、「経営者保証に関するガイドライン」及び「事業承継時に焦点を当てた『経営者保証に関
するガイドライン』の特則」の趣旨や内容を十分に踏まえ、お客さまからお借入や保証債務整理の相談を
受けた際に真摯に対応する態勢を整備しています。経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な
対話により、法人と経営者の関係性や財務状況等の状況を把握し、同ガイドラインの記載内容を踏まえて
十分に検討するなど、適切な対応に努めています。

　当組合は、経営革新等支援機関（認定支援機関）として「創業補助金」「ものづくり・商業・サービス
補助金」等各種補助金活用のニーズに対応した「補助金申請に係る事業計画策定支援」を推進しておりま
す。今後もお客さまに対するコンサルティング機能を発揮することにより、認定支援機関として、創業・
新事業支援に対し積極的なサポートを推進してまいります。

　当組合は、事業承継・事業再生支援を地域活性化のための重要課題として捉えており、今後も長崎県事
業承継・引継ぎ支援センター、長崎県中小企業活性化協議会をはじめとした外部専門機関等との連携を強
化してまいります。

　地域企業が抱える課題や問題点の解決を図ることを目的とし、様々な専門知識や技能を有するOB世代
の方々に指導員としてご登録いただき、現地視察や勉強会などによる各種アドバイス等を行い、利用され
た企業の皆さまから好評を得ております。



特徴
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特徴
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み
く
し
の
金
付
寄 お店

10,000円の
お買い物

10,000円の
自動引き落し

Master Card   VISA

  VISA

    JCB

10,000円決済

「しんくみピーターパンカード」は
国際カード。 3種類の中から
お好みの1枚をお選びください。

信用組合業界の選定した
チャリティー関連諸団体

ロンドンのグレート・オーモンド・
ストリート病院こどもチャリティ

50円寄付

10,000円入金
（1回払いの場合）

カードメンバー

信用組合

オリコ

・ 年会費は永年無料です。
）可込申時同（。すで料無年永費会年もドーカCTEな利便にブイラド ・

・ カードショッピングのご利用でポイントが貯まり、商品などに交換できます。

すべての子どもたちの輝かしい笑顔のための何かを。そんな思いをかたちにする「しんくみピーターパンカード」をどうぞよろしくお願いいたします。

■  社会貢献型クレジットカード「しんくみピーターパンカード」のご紹介

■  ビジネス専用クレジットカード「しんくみピーターパンカードGold for Biz」のご紹介

■  ファイナンシャルプランナー（ＦＰ※）による金融に関する研修会、講演会開催

◎個人事業主および法人代表者向けのクレジットカードで、会社の口座が決済口座となります。
◎しんくみピーターパンカードと同様の社会貢献機能付です。
◎年会費は初年度無料、次年度以降は税込2,200円（ただし年間10万円以上のご利用で無料）です。
◎各種優待サービスが付加されています。（VISAゴールドカード優待など）

◎社会貢献機能付

◎後払い電子マネー付…“ｉＤ”（Mastercard、JCBの場合）および“Visaのタッチ決済”（Visaの場合）が利用できる店舗でショ
　ッピングする際、専用の読取り端末にカードをかざすだけで、サインせずにお支払いができます。

…このカードでショッピングすると、ご利用額の0.5％が寄付金として日本の障害や難病と闘っている子ども
　たちやその家族への支援活動、および子どもたちの健全育成活動に、さらに世界の病気の子どもたちに役立てられます。
　（お客さまにご負担をおかけすることはございません。）

　事前のチャージが不要で簡単、小額のお買い物も小銭いらずで便利です。

典
　
特

　ＦＰによる「ライフプラン」、「ローンやクレジットの利用法」「悪
徳商法対策」などの金融に関する研修会や講演会を行ってお
ります。昨年度は延べ42回のセミナーや説明会等を開催し、
約700名の皆さまへ「ライフプランの大切さ」や「ニセ電話詐欺
の防止策など」をご理解いただき大変好評を得ております。
　ぜひ、皆さまもＦＰの話を聞いてみませんか？職場・労働組合・
地域単位などで、お気軽にご連絡をお待ちしております。
※ＦＰ…資産運用から住宅ローン・税金・保険・年金・相続まで皆さまの

ライフプランに合わせて、アドバイスができる国家資格です。

■  「住宅ローン相談会」等開催
　当組合では、お客さまのマイホームご購入のお手伝いを行っております。また、ハウスメーカーと連携し、
主要住宅地や住宅展示場などで「住宅ローン相談会」や「住宅購入セミナー」を開催しております。
　マイホームのご購入をお考えの際は、お気軽にご相談ください。

【連絡先】　０９５－８６１－４１６１　事業管理本部まで

社会・地域貢献活動
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皆さまとともに歩んでまいりました当組合は、これまでの活動をいかしながら、さらに一歩、暮らしに
ふみこんだ役割を担いたいと考えております。｢しんくみピーターパンカード」は、すべての子どもたち
とその家族の、こころと身体の健全な育成を支援するカードです。



「　　　　　愛の基金」
地域との共生を図るために「りょうしん愛の基金」を核として、積極的な社会貢献活動を展開しております。

◇高齢者の福祉向上、老人福祉施設への慰問などを行うために役立てております。
◇青少年の健全育成や難病の子供たちを支援するために役立てております。
◇ポイ捨て防止のマナーアップ運動や環境美化運動を支援するために役立てております。
◇各種ボランティア事業を支援するために役立てております。

目的および活動

〔令和３年度「りょうしん愛の基金」収支報告〕

〔役職員・窓口募金など〕　
収入の部 支出の部

（単位：円）

前 期 繰 越 金
役 職 員 募 金
預 金 利 息
そ の 他 募 金

合 計

明星園へのプレゼント
クリーンキャンペーン

小　　　計
次期繰越金
合　　　計

■ しんくみの日週間『愛の献血』

8,550,737
288,200

86

8,839,023

19,470
0

19,470
8,819,553
8,839,023

（2021年9月1日～30日）

善意あるお客さまおよび当組合役職員の毎月の募金により、諸施設などへの活動資金として役立てています。

　しんくみの日（９月３日）を含めた９月１日から30日を「りょうしん献血運動月間」とし「浜の町：
日本赤十字献血ルーム」にて献血活動を実施いたしました。
　令和３年度は役職員等28名が献血を行いました。

■ 環境問題への取り組み
　本店本部ビルに太陽光発電を導入するなど、節電への関心を高め、職員の環境問題への意識向上に
取り組んでおります。 

社会・地域貢献活動
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　７０年間ご愛顧いただいた地域ならびに組合員の皆さまへ感謝の気持ちを込めて、下記の取扱いを開始い
たしました。詳しくは、お気軽に最寄りの営業店へお尋ねください。
　また７０thアニバーサリームービーをホームページ上で公開しています。ぜひご覧ください。

■ 創立70周年記念の取組み

トピックス
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��懸賞付き定期預金「エール70」発売　

　　これまで当組合を支えて頂いた地域の皆さまへの感謝と、新型コロナ感染症の影響を受けた地域経済立
て直しに貢献することを目的に、長崎県産品を懸賞品とした定期預金「エール70」を発売いたしました。

��オートローンキャンペーン実施　（2022年６月１日～ 2023年３月31日）

　　70年間ご愛顧頂いた地域の皆さま並びに組合員の皆さまへ感謝の気持ちを伝えるため、現在の最優遇金
利よりさらに０.３％金利を引き下げ、最優遇金利１.９％での取扱いを開始いたしました。

��70thアニバーサリームービー　

　　 「まごころバンクりょうしん」は、たくさんの笑顔に出会って70周年。これからも、お一人おひとりの
お役に立つ幅広い金融サービスの提供に努めてまいります。

（第1回  2022年６月１日～ 2022年９月30日）
（第2回  2022年11月１日～ 2023年２月28日）



■ 店舗統合（移転リニューアル）のお知らせ
　２０２２年８月２２日新設する『北支店』に、「滑石支店（長崎市滑石）」を移転するとともに、２０２２年８月２９日
に「住吉支店（長崎市千歳町）」を閉店し、移転統合させていただくこととなりました。
　なお、住吉支店の統廃合に先立ち、「チトセピア」（地下１階）内に、店舗外ＡＴＭコーナー「チトセピア出張所」
を新設いたしましたので、ご利用をお願いいたします。（２０２２年７月１日より）
　新店舗におきましては、バリアフリーに配慮したオールローカウンターで、機能的なスマート店舗となって
おりますので、今後ともお引き立て賜りますようよろしくお願いいたします。

トピックス
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��店舗移転（統廃合）について

��新店舗のご案内

��所在地マップ

支店名
滑石支店
住吉支店

新店舗名称
金融機関・店番コード
新店舗営業開始日
所　在　地
電話番号

営業時間

駐車場

北支店（キタシテン）※現滑石支店の名称変更
金融機関コード2820・店舗コード009 ※現滑石支店コード
2022年８月22日㈪
〒852-8053　長崎市葉山1丁目13番1号
095-857-2224　※現滑石支店の電話番号
・窓口　　　　　平　日　　　9：00～15：00
・ATMコーナー  平　日　　　8：45～21：00
　　　　　　　  土日祝祭日　8：45～21：00
・店舗敷地３台、店舗前５台

移転・統廃合日
2022年８月22日㈪
2022年８月29日㈪

内　　容
店舗移転・店舗名変更
店舗廃止・統合

道の尾

道
ノ
尾
駅

Ｊ
Ｒ
長
崎
本
線

長
崎
多
良
見
線

道の尾

↑時津・長与

↓長崎

西友
駐車場出口

岩屋
郵便局

駐車場

西友道の尾店

岩屋中学校
Ｐ

北支店

〈北支店〉
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■ ATMによる振込の一部制限および１日１口座あたりの振込限度額の変更について　（2022年４月１日）
　全国的に多発する「ニセ電話詐欺」等の防止策として、「ATMでのお振込みの一部制限」および「１日１口座
あたりの振込限度額の変更」をいたしました。
〇ATMでのお振込みの一部制限
　1.対象となるお客さま
　　年齢が６５歳以上の方で、過去３年間ATMでの振込利用がないお客さま（７０歳以上から変更）
　2.振込限度額の変更内容
　　上記1.のお客さまについては、ATMでの振込限度額を１,０００円とし、１,０００円超の振込ができません。
〇１日１口座あたりの振込限度額の変更
　　振込・振替利用限度額　：５０万円（１００万円から変更）　

　なお、本取組について「ニセ電話詐欺被害防止対策功労」として、２０２２年４月１９日に長崎県警察本部
より、当組合へ感謝状と盾が贈呈され、長崎新聞へ掲載されました。

　がん予防・早期発見・万が一の保障・治療後のケアをトータルにサポートするがん保険です。

　広報活動の一環として2020年5月に開始し、本年度も引き続き神の島路線・時津路線 をプチラッピン
グバスが運行しています。

　2020年5月に、新型コロナウイルス感染症の影響で、子育て関連資金を必要とされるお客さまへの支援
を目的に取扱いを開始いたしましたが、引き続き支援を継続するため取扱期間を１年間再延長いたしました。

■「健康をサポートするがん保険　勇気のお守り」取扱開始　（2021年10月2日）

■ 長崎バスプチラッピングバスの運行について　（2022年５月～）

■「緊急子育てサポート資金」取扱期間の再延長　（2022年４月１日～ 2023年３月31日）
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■ 理事長カップ「第９回りょうしんグラウンドゴルフ大会開催」　（2021年10月21日）
　三菱重工長船ＯＢ会ならびにりょうしん年輪クラブ会員５３名の皆さまにご参加いただき、「第９回りょうしん
グラウンドゴルフ大会」を開催いたしました。
　当日は当組合職員も加わった８チームでプレーを行い、爽やかな汗を流しました。

■ ハロウィンイベント開催　（2021年10月29日）
　地域貢献・次世代育成支援に向けた活動として、本店本部を飾り付けし、近隣の３つの保育園の園児を
お迎えし、「ハロウィンイベント」を開催いたしました。
　可愛く仮装した園児と先生にご訪問いただき、役職員よりお菓子のプレゼントをお渡しして、みんな笑顔
で心和む楽しい時間を過ごすことができました。

■ クリスマスイベント開催　（2021年12月24日）
　地域の皆さまへの日頃の感謝を込めて、「クリスマスイベント」を開催いたしました。
　３密防止のために、本店本部ビルの駐車場一角に特設会場を設け、本店・本部近隣の子供たちと、ご来
店の皆さまへお菓子のプレゼントをお渡しして、皆さんに笑顔で受け取っていただきました。また、輪投げ
や射的のミニゲームも開催し、子供たちと楽しく過ごすことができました。

◆りょうしん年輪クラブは、当組合で年金のお受取りをされているお客さま全員が、自動的に会員（無料）となる
サークルで、会員さまとそのご家族の生活をより豊かにすることを目的とした活動を行っております。
◆冠婚葬祭や宿泊施設などの提携割引サービスをはじめ、各種イベントの開催、お得な情報のご提供に努めると
ともに、会員さま専用の優遇金利商品も取扱っております。　

2022 りょうしん Disclosure 20
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　当組合は平成１４年に長崎市が推進する「清掃里親制度」に登録されて以降、毎朝、役職員による水の浦
町周辺の清掃活動（アダプトプログラム）を実施しています。
　地域の環境美化の一環として、これからも継続してまいります。

　ＳＤＧｓの取り組みの一つとして、全役職員（制服着用者除く）を対象にビジネスカジュアルを導入致しました。
この取り組みは、ビジネスの場にふさわしい範囲において自由な服装の勤務を認めることで、ジェンダー平
等、脱炭素社会の実現を図るものです。また、職員一人ひとりの自主性を尊重し、自由闊達で創造性に満
ちた企業風土を築いてまいります。
　TPO（時・場所・場合）に応じた清潔感のある身だしなみの徹底に努めてまいりますので、ご理解・ご協
力を賜りますよう、お願い申し上げます。
※ビジネスカジュアルとは、ビジネスにふさわしい範囲内でのカジュアルな服装のことです。

　地域貢献事業・次世代育成支援の一環として、本店本部近隣の保育園へ、大型絵本の寄贈を行いました。
　園児たちは大型絵本に興味津々の様子で、目を輝かせて大型絵本とお菓子のプレゼントを笑顔で受け取っ
てくれました。

■ 地域環境美化運動

■ ビジネスカジュアルの導入について　（2021年11月１日）

■ 本店本部ビル近隣の保育園へ大型絵本寄贈　（2021年11月10日・11日・18日）



トピックス

■ りょうしん経営報告会開催　（2021年12月15日・2022年６月７日）
　地域・職域の組合員代表の皆さまへ、経営内容をお伝えするため経営報告会を開催いたしました。
　当組合の経営状況をご理解いただき、安心してご利用いただけますよう今後も開催してまいります。

■ 新型コロナウイルス感染症にかかる対応について
【店内対応】
　新型コロナウイルスの感染防止のため、以下の対策を実施しております。
　◆職員のマスク着用 
　◆職員の手洗い・うがい・アルコール消毒の実施 
　◆職員の出勤時における健康チェックの実施
　◆職員の机上へ飛沫防止パーテーションの設置
　◆ATMタッチパネルへの抗菌液晶保護フィルムの貼付
　◆ＡＴＭや店内の定期的な清掃実施
　◆店頭窓口への飛沫感染防止「アクリル製スクリーン」の設置 

【お客さま対応】
　感染症で影響を受けているお客さま向けの給付金や支援金、特別融資、返済方法の相談など、引き
続き行っておりますのでお気軽にご相談ください。

■ お客さまへのアンケートについて
　本年度もより良い金融サービスをお届けするためお客さまからのアンケートを実施しました。
　地域・職域に根ざす金融機関として、今後も更なる顧客満足度向上を目指してまいります。

アンケートのご意見（評価）・ご要望　
＜現在、スマートフォン（携帯電話）等を使った支払いサービス等の利用状況について＞
◎PayPay、楽天PayPayなどを利用している。
◎サービス内容は知っており、将来利用したいと思っている。　
◎サービス内容は知らないが、興味がある。
◎サービス内容は知らない、今後も利用しないと思う。
＜当組合で充実してほしい又は利用したいWeb（インターネット）サービス等について＞
◎スマートフォンによる口座残高照会、入出金明細、クレジットカード利用明細確認サービス
◎インターネットバンキング（振込、振替サービス）　　　
◎Web通帳（通帳未発行）サービス
◎インターネット投信　　など
＜現下のコロナ禍が終息した際に、当組合で開催してほしい行事・イベント等について＞
◎旅行（県外内・温泉地等）
◎セミナー・講演会（マネープラン・コンサート・落語等）　　　　　　　　　
◎スポーツイベント（ウォーキング、テニス・大会・野球観戦等）　など
＜その他（意見・要望）＞
◎OB宅へ積極的に訪問すべき。
◎三菱の関連・協力企業の皆さんへの融資を強化すべき。
◎インターネットサービスのメリット・デメリットを知りたい。
◎担当の方（職員）がこまめに訪問してくれ感謝しています。
◎アピール度の高い取組みやイベントを計画ください。　など　

　上記アンケート内容を踏まえ、各種商品、サービスの充実・強化、タイムリーな情報提供及び職員による
お客さまへの丁寧な説明・対応を心掛け、顧客満足度の向上を図ってまいります。
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預金業務

預金業務 （お取引限定商品）

種　　　類 お預入期間 しくみと特徴

普 通 預 金

総 合 口 座
●
●
1冊の通帳に「貯める・殖やす・支払う・借りる」の機能を備えた暮らしに欠かせない通帳です。
普通預金機能のほかに、急なご入用または自動支払などで普通預金の残高が不足した場合、お預
入定期預金残高の90％（最高300万円）まで自動的にお借り入れいただけます。

●

●

公共料金の自動支払、給与・年金・配当金などの自動受取、キャッシュカードなどの便利なサービ
スがご利用いただけます。
給与・年金振込ご指定口座はＡＴＭ手数料を月5回ご利用分まで当組合が負担いたします。

お預入残高に応じて利率が異なります。
普通預金より有利で、定期預金より便利な預金です。
自動受取、自動支払口座には利用いただけません。

●
●
短期の余裕資金の運用に最適です。
ご解約の場合は2日前までにご連絡ください。

●
●
1円以上1,000万円未満の範囲でお預入できます。
6ヵ月ごとの複利計算を行う「複利型」は、個人のお客さまのみご利用いただけます。

●
●
目的に応じ、毎月一定額を積立てていただく預金です。
毎月の積立額は1,000円からご利用いただけます。

満期日は1年以降3年までの任意日をご指定いただけます。（1ヶ月前のご連絡が必要です。）

給与またはボーナスからの天引による積立預金で、1年経過後1万円以上1,000円単位でお引出が
できます。利息は3年ごとに元金に加算し自動的に継続いたします。

給与またはボーナスからの天引による積立預金で、満60歳以降5年から20年の期間で年金方式
によるお受取ができます。また、財形住宅と合算し550万円の非課税枠がご利用いただけます。

お預入時の1年ものスーパー定期店頭表示利率に0.15％上乗せい
たします。

組合員またはそのご家族の方で、障害・遺族・労災年金または各種
手当の振込ご指定の方限定商品です。
お預入時の１年ものスーパー定期店頭表示利率に0.05％上乗せい
たします。

有利な金利がご利用いただける組合員限定商品です。
ご利用いただける時期が限定されておりますので、窓口へお問合
せください。なお、最高預入金額は、999.9万円となります。

● 給与またはボーナスからの天引により住宅資金をお積立いただけます。財形年金と合算し550万円
の非課税枠がご利用いただけます。

● 普通預金と同じ機能ですが、利息はつきません。

商取引代金のお支払に、便利で安全な手形・小切手をご利用いただくための預金です。

● 1,000万円以上の大口資金の運用に最適です。（単利型）

1冊の通帳にいつでもご自由にお預入ができる積立型の定期預金です。（ATMでのお預入もできます。）

貯 蓄 預 金

期 日 指 定
定 期 預 金

最長3年
（据置期間1年）

1年・2年・3年・
4年・5年

通 知 預 金

スーパー定期

大 口 定 期

一 般 財 形 3年以上

1年

1円以上
100万円以内

1円以上
350万円以内

1円以上
300万円以内

100万円以上
1,000万円未満

財 形 年 金

5年以上

定 期 積 金

ご利用いただける
お客さま 種　　類 しくみと特徴お預入

期間
お預入
金額

年 輪 ク ラ ブ
会 員 の 方

組 合 員 の 方

退 職 金
お受取りの方

年 輪 定 期
        」寿　長「   

ね ん り ん
定 期 1 0 0

1円以上
500万円以内

ス マ イ ル ５

●

●

●

●
●

お受取日から1年以内の退職金に限ります。
昭和28年4月2日以降にお生まれの退職金お受取ご本人さまに限ります。
通常の定期預金と比べ有利な利率でご利用いただけます。

●
●
●

長寿祝いの年に（65歳特別設定、喜寿を過ぎると毎年）お預入時
の1年ものスーパー定期店頭表示利率に0.15％上乗せいたします。

●

当 座 預 金

無 利 息 型
普 通 預 金

財 形 住 宅

積立定期預金

自由

自由

自由

1ヶ月以上
5年以内

1ヶ月以上
5年以内

自由

7日以上

5年以上

エンドレス型

●
●

●

●

●

●

●

●

1年

1年

5年

り ょ う し ん
福 祉 定 期

3ヶ月退 職 金 定 期

主な商品・サービスのご案内
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融資業務 （個人のお客さま向け）

融資業務 （個人のお客さま向け　お取引限定商品）

融資業務 ）け向まさ客おの主業事・人法（

商品名 ご融資期間 ご融資額 特色・お使いみち

教 育 ロ ー ン

オートローン

医 療 資 金

アパート・ビル
　　　ローン

マイホームの購入や新築・増改築、土地購入、他金融機関住宅ローン借換
資金などにご利用いただけます。

入学金、学費など学校に納付する資金のほか、アパートの敷金、新生活準
備資金、家賃、生活費、図書費など進学関連資金全般にご利用いただけ
ます。

ご本人またはご子弟の結婚に関する諸費用にご利用いただけます。

結婚諸費用、葬儀費用、墓地・仏具の購入資金にご利用いただけます。

入院費用、出産費用などにご利用いただけます。

お使いみちは自由です。（一部商品は事業性資金を除きます。）

お使いみちは自由です。

● お使いみちは自由です。

●

●

満50歳以上で退職金にてお借入額を一括返済できる方がご利
用いただけます。
お使いみちは自由です。
（クレジットカードでのキャッシングおよび消費者金融の借換資金は除きます。）

●
●
年齢などの条件に応じてご利用額が異なります。
お使いみちは自由で、担保・保証人は不要です。

自動車・オートバイ・モーターボート・農業用トラクター類の購入・修理資
金、車検費用、運転免許取得費用など自動車関連資金全般にご利用いた
だけます。

貸家・アパート・マンション・貸事業所、貸店舗の新築・増改築資金。中
古物件、敷地の購入など。また店舗併用住宅にもご利用いただけます。

40年以内

30年以内

保証会社扱いの場合
　1億円以内

保証人扱いの場合　
　6,000万円以内

保証会社扱いの場合
　1,000万円以内
保証人扱いの場合　
　1,000万円以内

保証会社扱いの場合
16年10か月以内

保証人扱いの場合　
20年以内

保証会社扱いの場合
1,000万円以内

保証人扱いの場合　
2,000万円以内

保証会社扱いの場合
10年以内

保証人扱いの場合　
30年以内

3億円以内

ブライダルローン

マ イ ホ ー ム
ローン

メモリアルローン
10年以内

10年以内 1,000万円以内

300万円以内

10年以内 500万円以内

10年以内 500万円以内

フリーローン

ご利用いただける
お客さま 商品名 ご融資額 しくみと特徴ご融資

期間
年 輪 ク ラ ブ
会 員 の 方

提 携 企 業 に
お 勤 め の 方

20年以内 500万円以内ねんりんプラン

借入金の一本化を行うためのローンです。

● 借入金の一本化を行うためのローンで、担保・保証人は不要です。

30年以内 2,000万円以内グッと楽ローン

25年以内 2,000万円以内

●
●
配偶者または扶養家族がある方限定。
お使いみちは自由です。
（本ローン借換および資金使途が明確な他行ローン・クレジット利用代金以外の旧債務返済資金は除きます。）

20年以内 300万円以内

退職金ローン

10年以内 200万円以内年 金 ロ ー ン

20年以内 500万円以内
あ す な ろ
メ ン バ ー ズ
プ ラ ン

ファミリーローン
「 フ ィ ット 」

15年以内 500万円以内保証付バックアップローン
「 リ リ ー フ 」

● 。すまりおてしい扱取おも等付貸理代の」）金資育教（庫公融金策政本日「」構機援支融金宅住「他のそ

● 手形の資金化、短期の運転資金、長期の設備資金、運転資金などにご利用いただけます。
割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越
【ビジネスカードローン】　法人ならびに個人事業主専用の事業資金カードローン（原則、担保不要）
【ス ク ラ ム】　法人ならびに個人事業主専用の事業資金ローン（原則、担保不要）
【特別保証制度のお取扱い】　長崎県の融資制度、各市・町の融資制度、長崎県信用保証協会制度
【代理貸付のお取扱い】　全国信用協同組合連合会、㈱商工組合中央金庫、㈱日本政策金融公庫
　　　　　　　　　　　　　住宅金融支援機構、福祉医療機構

●

●

●

●

●

●

●

●

●

●

主な商品・サービスのご案内
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投資信託窓販業務
投 資 信 託 ● 株式や債券、不動産投信など、皆さまのライフプランに合わせた各種商品を取り扱っております。

個人向け国債窓販業務
固定3年・固定5年・変動10年 日本国政府が発行し、個人の方のみが保有できる非常に安全性の高い金融商品です。

サービス業務
種　　　類 特色・お使いみち

パソコン、スマートフォン等ご利用により、ご指定口座からの振込・振替および残高照会ができます。
法人・個人事業主の方がパソコンを使用し、ご指定口座からの振込・振替および残高照会、データ伝送（総
合振込・給与振込など）ができます。

指定時間内ご利用の場合は、全国の提携信用組合でのATM手数料が無料です。

大切な書類や貴金属などの財産を、火災・盗難からお守りします。

● 給与・ボーナスを安全・確実にご指定口座でお受取りいただけます。

● 各種年金・手当などを安全・確実にご指定口座でお受取りいただけます。

全国のゆうちょ銀行ATMでカードによるお支払・ご入金・残高照会ができます。

● 指定時間内にご利用の場合は、全国のセブンイレブン（セブン銀行）に設置されているATMでの利用手数
料が無料です。

● 電気・電話・ＮＨＫ受信料・水道・ガス料金の５大公共料金をはじめ、税金・クレジット代金などを、お持ち
の普通預金・当座預金から自動的にお支払いただけます。

● ジェイデビット加盟店で、お買物代金などのお支払を当組合のキャッシュカードにてその場で決済すること
ができます。

当組合本支店（出張所）以外の全国の金融機関ATMでカードによるお支払・残高照会ができます。

インターネットバンキング

ビジネスバンキング

貸金庫・保護預り箱
給与のお受取り
年金・手当などのお受取り

各種自動お支払い

※ 主要な事業の内容につきましては、27ページに掲載しております。　※ キャッシュ・サービスの利用時間一覧は、27ページに掲載しております。

全国ネット
ゆうちょ銀行提携

セブン銀行提携

）引取ドーカトッビデ（tibeD－J

しんくみお得ねっと

カードローン
商品名 ご融資期間 ご利用限度額 特色・お使いみち

カードローン
　　  ゴールド

クイック
アンサー２

スーパー
カードローン
       ジャンプ

2年
（自動更新）

3年
（自動更新）

１年
（自動更新）

50万円
100万円
150万円

200万円
250万円
300万円

50万円～200万円

●
●
保証会社の審査により、３段階から金利が決定します。（保証会社保証）
お使いみちはご自由で、事業資金や借換にもご利用いただけます。

●
●
お子様がおられる世帯の専用商品です。
子育てにかかる費用に幅広くご利用いただけます。

● お取引実績などに応じ、ご利用限度額が6コースに分かれています。（保証会社保証）

当組合住宅ローンご利用者で60歳以下の方専用商品です。（保証会社保証）

次世代育成支援カードローン
「ファイト」

10万円～500万円

保険窓販業務

生命保険窓口販売業務
終身医療保険、限定告知医療保険、女性のための医療保険、収入保障保険、無配当低解約
返戻金型終身保険、医療総合保険、がん保険、一時払逓増終身保険を取り扱っております。

定期保険、収入保障保険、終身医療保険を取り扱っております。

個人向け

事業者向け

損害保険窓口販売業務
長期住宅火災保険、債務返済支援保険、個人用火災総合保険、傷害総合保険、海外旅行
保険、自動車保険を取り扱っております。

業務災害補償保険、自動車保険、火災保険、賠償責任保険等を取り扱っております。

個人向け

事業者向け

●

2年・3年
（自動更新） 50万円～300万円

●

●

インターネット経由で、収納企業のサイトから口座振替契約が終結できるサービスです。Ｗｅｂ口座振替受付サービス ●

Ｊ－Ｃｏｉｎ  Ｐａｙ・Ｂａｎｋ  Ｐａｙがご利用できます。ＱＲ・バーコード決済サービス ●

スマートフォンと運転免許証があればいつでもどこでもお申込みが可能です。口座開設アプリ ●

●

●

●

●

●

主な商品・サービスのご案内
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各種手数料一覧

■ 取立手数料
154円

506円

946円

946円

同一手形交換所 りょうしん本支店宛
他行宛
他行宛
送金・振込
代金取立

隔地間
組　戻

不渡手形返却料

3．その他ローン

※上記にかかわらず、「あすなろ組合員」の方がご退職によって全部
　繰上・一部繰上・条件変更手続きをされる場合の手数料は不要。

無 料
1,100円
5,500円
5,500円

全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更手数料

あすなろメンバーズプラン・フィットの借換手数料

4．カードローン
1,650円カード再発行手数料

■ 預金に関する手数料
当座小切手帳（50枚綴り）発行手数料
約束手形・為替手形（50枚綴り）発行手数料
自己宛小切手発行手数料
残高証明書発行手数料（1通）
取引明細書発行
手数料（１口座あたり）

発行依頼日より10年以内
発行依頼日より10年超（1年あたり）

）通1（ 帳通
）枚1（ ドーカュシッャキ

延長時間帯利用手数料（1回）
他行カード利用手数料（1回）

※通帳の汚損等による再発行・暗証番号の失念等による再発行の場合、発行手数料は550円と致します。
※ＡＴＭ利用手数料の延長時間帯は、平日8：45～18：00以外の時間帯です。

660円
880円
550円
440円
550円

5,500円
1,100円
1,650円
110円
110円

再発行手数料

ATM利用手数料

■ 融資に関する手数料
1．住宅ローン

55,000円
11,000円
5,500円
33,000円
55,000円
5,500円

5,500円

33,000円

Ⅰ型

Ⅱ型

全部繰上返済
事務取扱手数料

一部繰上返済
条件変更手数料
マイホームローンⅡ型への変更
全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更手数料
金利引下手数料（変動金利）
金利引下手数料（固定金利）
固定金利の再選択

２．アパート・ビルローン、事業資金

※事業資金の当組合内での借換による全部繰上返済は手数料不要。

11,000円
11,000円
11,000円
33,000円
55,000円
11,000円
55,000円
11,000円
11,000円
33,000円
55,000円
11,000円

変動
金利

固定

返済

金利

全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更手数料
金利引下手数料（変動金利）
金利引下手数料（固定金利）
固定金利への変更
全部繰上返済
一部繰上返済
条件変更手数料
金利引下手数料（変動金利）
金利引下手数料（固定金利）
固定金利の再選択

基本手数料/月額

開示請求（提供情報・記録事項）
変更記録請求（書面）
口座間送金決済中止依頼
支払不能情報照会
特例開示請求書
残高証明書発行請求（都度発行）
でんさい割引買戻し依頼

本支店 
他　行 

無 料
220円
550円
無 料

2,200円
770円

3,300円
3,300円
4,400円
770円

記録請求

■ 振込手数料

※定額自動送金は、別途、契約手数料1,100円（１契約あたり）がかかります。
※定額自動送金を変更する場合は、別途、変更手数料550円（１契約あたり）がかかります。

※ご両替の際の取扱枚数は、ご持参枚数またはお受取枚数のいずれか多い方と致します。
※同一日に複数回に分けてご両替される場合等、実質的に同一のご両替とみなされる場合には、
　上記の手数料をいただきます。
※お引出しの際に金種をご指定される場合、枚数に応じて上記の手数料がかかります。
※お引出しの際の取扱枚数は、「お引出し枚数から万円券の枚数を除いた枚数」と致します。
※金種指定の払戻請求書が複数枚となる場合、お引出しにおいてご指定された金種の合計枚数を
　取扱枚数とさせていただきます。

■ 両替手数料・金種指定支払手数料

取扱枚数
（１日あたり）

50枚以下
51～ 500枚
501～1,000枚
1,001枚～2,000枚

無料
330円
550円

1,100円
2,001枚以上 1,650円

（1,000枚毎に550円加算）

※硬貨をご入金（お振込）される場合、枚数に応じて上記の手数料がかかります。
※同一日に複数回に分けてご入金（お振込）される場合等、実質的に同一のご入金（お振込）と
　みなされる場合には、上記の手数料をいただきます。

※契約月を含む３ヶ月間は月額手数料無料です。

※手数料については、すべて消費税込の金額です。　【2022年7月1日 現在】

■ 硬貨入金手数料

取扱枚数
（１日あたり）

500枚以下
501～ 1,000枚
1,001～2,000枚

無料
275円
550円

2,001枚以上 825円
（1,000枚毎に275円加算）

6．その他

7．でんさいサービス

無 料

無 料
440円

550円

550円
11,000円

内諾書発行手数料
返済予定表再発行手数料
残高証明書発行手数料（住宅取得控除用）

無 料
1,430円
2,200円

インターネットバンキング（個人向け）
ビジネスバンキング ※
（法人・個人事業主向け）

基本手数料（月間）
データ伝送サービス（月間）

残高証明書発行手数料（その他）
支払利息証明書発行手数料
融資予定証明書発行手数料（1部）

（大）16,500円
（中）14,300円
（小）13,200円
　　　5,500円

実　費

全自動貸金庫使用料（年間）

保護預り箱使用料（年間）
貸金庫鍵・カード再発行手数料

主な商品・サービスのご案内

5．不動産担保取扱手数料

33,000円

55,000円
16,500円

新規・極度増額・譲受・仮登記・登記保留
　　：設定額（増加額）1,000万円以内
　　：設定額（増加額）1,000万円超
追加設定・極度減額・順位変更・担保差替

他行宛
電信扱い文書扱い
374円
550円

154円
330円

154円
330円
319円
440円
154円
330円

594円
770円

374円
550円
594円
770円

319円
440円

264円
440円
550円440円

110円

無料

無料

220円
440円

110円

220円
440円

利用区分 りょうしん内
同一店内 本支店内

窓 口

Ａ Ｔ Ｍ

定額自動送金

送金手数料(送金小切手）

インターネット
バンキング

組合員

一　般

5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上
5万円未満
5万円以上

組合員

一　般

組合員

一　般

組合員

一　般

※

振込額

無料

無料

無料

無料



その他

主要な事業の内容

1. 預金業務

2. 貸出業務
　　（1）

　　（2）

3. 商品有価証券売買業務
　　取扱っておりません。

4. 有価証券投資業務
　　預金の支払準備および資金運用のため国債、地方債、社債、
　　株式、その他の証券に投資しております。

5. 内国為替業務
　　振込、送金および代金取立などを取扱っております。

当座預金、普通預金、無利息型普通預金、貯蓄預金、
通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備
預金などを取扱っております。

貸　　付
手形貸付、証書貸付および当座貸越を取扱っており
ます。
手形の割引
商業手形割引を取扱っております。 債務の保証業務

有価証券の貸付業務
代理業務
①全国信用協同組合連合会、日本政策金融公庫、
　商工組合中央金庫などの代理貸付業務
②勤労者退職金共済機構などの代理店業務
地方公共団体の公金取扱業務
株式払込金の受入代理業務および株式配当金の
支払代理業務
保護預かりおよび貸金庫業務
保険商品の窓口販売
投資信託窓口販売
個人向け国債窓口販売

6. 外国為替業務
　　取扱っておりません。

7. 社債受託および登録業務
　　取扱っておりません。

8. 金融先物取引などの受託業務
　　取扱っておりません。

9. 付帯業務
　　（1）
　　（2）
　　（3）

　　（4） 
　　（5）

　　（6）
　　（7）
　　（8）
　　（9）

他金融機関ATMコーナーの利用時間帯一覧

ＡＴＭ利用手数料一覧

平　　日 土・日・祝日 年末・年始・GW

※上記時間帯はご利用最大時間帯です。各ATMコーナーの稼働時間ではありません。

8：00～21：00

0：05～23：55

0：00～24：00
7：00～23：00

8：00～21：00

0：05～23：55

0：00～24：00
8：00～20：00

8：00～21：00

0：05～23：55

0：00～24：00
8：00～20：00

都銀・地銀・信託・信金・イオン銀行
・ローソン・ファミリーマート等
ゆうちょ銀行
セブン銀行（コンビニエンスストア）
デビットカード

◎ 当組合に給与・年金振込をご指定の場合は上記手数料（時間外も含む）が月5回ご利用分まで無料です。
）。すましたい戻返を料数手へ座口の様客おに日02月翌（ 　

◎ ※1　指定時間　　　　　　…平　日　 8:45～18:00
　　　　　　　　　　　　　　　土曜日　 9:00～14:00（セブン銀行に限ります。）
　 ※2　延長時間帯（時間外）　…上記時間帯以外
　 ※3　信用組合のうち、しんくみお得ねっと非加盟組合については、上段の他金融機関手数料となります。

指定時間内※1のご利用は利用手数料は無料です。

延長時間帯手数料※2　 110円
他行利用手数料　　　　110円

都銀・地銀・信託・信金・イオン銀行・ゆうちょ銀行
・ローソン・ファミリーマート等
信用組合※3
セブン銀行（コンビニエンスストア）

他金融機関のご利用について
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店舗一覧

■  店舗一覧

■  営業店所在地

店舗のご案内

店舗一覧 ATM業務
店舗名 電話番号住　　所 平　日 年末年始※2GW ※1土・日・祝日

本 部

本店営業部

木鉢支店

深堀支店

浜町支店

滑石支店

住吉支店

東長崎支店

095-861-4161

095-861-3724

095-864-0637

095-832-9200

095-871-3608

095-822-1881

095-857-2224

095-847-3373

095-813-9055

8:45～19:00

8:45 ～18:00

8:45 ～19:00

8:45 ～21:00

8:45 ～21:00

8:45 ～19:00

8:45 ～21:00

8:45 ～19:00

※1・・・ＧＷ（ゴールデンウィーク）５/３～５/５  　※2・・・年末年始　１２/３１～１/３　  ※3・・・三菱重工長船休業日は休止
※4・・・2022年８月店舗統合により「北支店」となります。（詳しくは18ページをご覧ください。）　 

850-0061 長崎市水の浦町1-2
850-0061 長崎市水の浦町1-2
850-0063 長崎市飽の浦町1-1

850-0076 長崎市木鉢町2丁目210-35

851-0301 長崎市深堀町1丁目145-24フレスポ深堀

850-0853 長崎市浜町8-6

852-8061 長崎市滑石3丁目6-7
852-8135 長崎市千歳町4-7
851-0115 長崎市かき道1丁目32-12

※3

※4

※4

8:45～ 17:00

8:45 ～ 19:00

8:45 ～ 19:00

重工出勤日のみ稼動
8:45～ 18:00

8:45 ～ 17:00

8:45 ～ 17:00

8:45 ～ 17:00

8:45 ～ 19:00

本 店 営 業 部
本館出張所

(2022年7月1日現在）

滑石支店

至 

津
時

至 

迫
赤

至 

山
葉

至 

尾
横

生協
ララなめし

リ
モ・
ア
ト
ス

至 畝刈
大神宮前

滑石支店

重工グループ
労連長崎地本
労働会館

重工記念
長崎病院

至 稲佐

至 神の島

水の浦

本　店
営業部

ローソン

本店営業部

東長崎支店

洋服の青山

イオン

科
歯
永
富

川
郎
八

かき道橋

東長崎支店

深堀支店

フレスポ深堀

長　　崎
記念病院

至 香焼 深堀1丁目

深堀支店
至みなと坂

至 西泊
木鉢

公民館前

木鉢
公民館前

　木鉢
トンネル

木鉢支店

至 

島
の
神

店
鉢
木
　
　
　
　

   

木鉢支店

住吉支店

番
交

ア
ピ
セ
ト
チ

住吉 科
歯
口
出

住吉タワー
パーキング

至 

迫
赤

通
町
和
昭

町
歳
千

至 

上
浦

住吉支店

ベスト電器

浜せんビル

吉宗

浜屋

観光通り

マクド
ナルド

浜町支店

浜町支店

重
工
記
念
長
崎
病
院
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店舗外ＡＴＭ一覧

■  店舗外ATM一覧

■  店舗外ATM所在地

店舗外ATM ATM業務
店舗名 住　　所 平　日 年末年始※2GW ※1土・日・祝日

※1・・・ＧＷ（ゴールデンウィーク）５/３～５/５  　※2・・・年末年始　１２/３１～１/３　  ※3・・・三菱重工長船休業日は休止

8:00～ 21:00

8:45～ 19:00

8:00 ～ 19:00

8:45 ～ 21:00

重工出勤日のみ稼動
8:45～17:00

8:00～ 21:00

8:45 ～ 21:00

8:45 ～ 19:00

8:45 ～ 21:00

8:45 ～ 19:00

8:45 ～ 21:00

8:45 ～ 21:00

8:45 ～ 21:00

8:45 ～ 18:00
※3

平日・土曜
10:00～ 21:00

日曜・祝日
9:00～ 21:00

長崎市尾上町1-67

長崎市茂里町1-55（ココウォーク1Ｆ）

長崎市岩見町26-1（ミスターマックス長崎店内）

諫早市久山台6-1（マルキョウ久山台店駐車場内） 

長崎市大浜町1549-6

長崎市新戸町2丁目8-1

西彼杵郡長与町丸田郷8-7

本 店 営 業 部
長崎街道かもめ市場出張所
本 店 営 業 部
みらい長崎出張所

本 店 営 業 部
ミスターマックス長崎店出張所
本 店 営 業 部
諫早久山台出張所
本 店 営 業 部
福 田 出 張 所
本 店 営 業 部
戸 町 出 張 所
滑 石 支 店
長 与 出 張 所

本 店 営 業 部
チトセピア出張所

本 店 営 業 部
諫早工場出張所

(2022年7月1日現在）

店舗外ATMのご案内

長崎市千歳町５-1（チトセピア地下）

諫早市津久葉町6-53（三菱重工諫早工場 機械工場控所）

本店営業部
福田出張所

福田出張所
ATMコーナー

マリナシティ前長崎
杉蒲

ダイレックスファミリー
マート

ジョイフル

マリナシティ
エレナ

至 式見 至 飽の浦 丸田三菱
グラウンド

三菱重工 長与丸田団地

滑石支店
長与出張所

長与出張所
ATMコーナー

料亭 うら川

 

校
学
小
与
長

長与保育園

長与川
至 時津方面 至 長崎方面

LaLa
新戸町

校
学
中
町
戸

本店営業部
戸町出張所

至 

橋
大
神
女

戸町出張所
ATMコーナー

戸町中学校裏
ファミリーマート

至 ダイヤランド至 長崎駅

本店営業部
長崎街道かもめ市場出張所

浦上川

本店営業部
みらい長崎出張所

稲佐橋

梁川橋 茂里町

長崎ブリックホール

銭座町

GS

川
上
浦

社
聞
新
崎
長

C
C
N

至 

町
旭 駅

崎
長
至

駅
上
浦

みらい長崎
ATMコーナー

本店営業部
ﾐｽﾀｰﾏｯｸｽ長崎店出張所

稲佐山温泉
ふくの湯 ミスターマックス長崎店

ATMコーナー

CoCo
壱番屋

リンガーハット

ミスターマックス
長崎店

ダイレックス
岩見店

元蔵庄屋
岩見店

PC DEPOT
長崎店

至 

町
里
茂・
園
公
川
梁

至 

原
江
小・
台
山
城

本店営業部
諫早久山台出張所

マルキョウ久山台店

ザ
ラ
プ
ス
ロ
ク
ア酒の

パワーズ
やきとり
伸助

イエロー
ハット

至 

町
津
貝
市
早
諫

至 

町
見
良
多

至 飯盛町

諫早久山台出張所
ATMコーナー

34

藤
本
整
骨
院

長崎
警察署 出島

メッセ
長崎

ヒルトン
長崎

西口
駅前広場

NBC

長崎駅

長崎街道かもめ市場
ATMコーナー

本店営業部
チトセピア出張所

GS

住吉
中央公園

住吉

若葉交番

チトセピア出張所
ATMコーナー（B1F）

チトセピア

住吉

千歳町電停

昭和町通り
電停

西浦上駅
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資　料　編

財務諸表

事業年度における経営指標

● 貸借対照表
● 損益計算書
● 剰余金処分計算書

● 主要な業務の状況を示す指標
● 預金に関する指標
● 貸出金等に関する指標
● 貸出資産に関する指標
● その他の経営指標
● 資産の健全性の状況
● 有価証券に関する指標
● 自己資本の充実の状況

（注） 諸計数につきましては、表示単位未満を切り捨てて表示しておりますので、合計額と一致しない場合があります。

CONTENTS
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36
36
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38
38
39
40
41
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貸借対照表
（単位：千円）

    

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

158,236,827 158,236,827

科　　目 科　　目令和３年度末令和２年度末

152,797,780 152,797,780

2022 りょうしん Disclosure 32

1,648,762
48,413,464
40,630,254
3,038,564
3,055,481
28,857,522

37,430
5,641,257
66,141,410

30,344
667,495

64,307,465
1,136,105
751,436
4,058

476,100
156,903
13,626
100,747
938,231
440,549
419,047

―
78,634
6,814
6,197

―
△ 299,745

(△ 243,015)

1,796,638
47,329,076
36,771,060
3,474,182
3,521,000
25,330,667

1,250
4,443,960
65,403,554

19,972
365,936

63,849,976
1,167,669
762,236
2,688

476,100
148,362

―
135,085

1,005,942
481,975
419,047

―
104,919
7,114

―
―

△ 277,843
(△ 222,617)

令和３年度末令和２年度末

115,996,245
325,326

60,153,919
478,113

―
54,245,311
463,937
329,637

36,500,000
―

36,500,000
223,913
22,259
63,593
3,975
59,935
6,635
54,409
13,104
50,555
252,945
25,318

―
―

153,048,976

1,998,559
1,998,559
3,129,936
1,645,000
1,484,936
1,000,000

(―)
484,936
5,128,495
59,355

5,187,851

114,099,192
539,315

57,508,615
466,854

―
54,569,662
552,582
462,163

33,000,000
―

33,000,000
144,439
19,660
48,219
5,160
2,776
5,941
46,947
15,733
58,446
280,881

―
52,689

―
147,635,648

1,995,432
1,995,432
2,962,277
1,605,000
1,357,277
970,000

(―)
387,277
4,957,709
204,422
5,162,131

現　　　　　金
預　　け　　金
有　価　証　券
国　　　　　債

地　　方　　債

社　　　　　債

株　　　　　式

そ の 他 の 証 券

貸　　出　　金
割引手形

手　形　貸　付

証　書　貸　付

当　座　貸　越

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸

全信組連出資金

未　収　収　益

前　払　費　用

そ の 他 の 資 産

有形固定資産
建　　　　　物

土　　　　　地

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無形固定資産
繰延税金資産
債務保証見返
貸 倒 引 当 金
（うち個別貸倒引当金）

資産の部合計

預　金　積　金
当　座　預　金

普　通　預　金

貯　蓄　預　金

通　知　預　金

定　期　預　金

定　期　積　金

そ の 他 の 預 金

借　　用　　金
借　　入　　金

当　座　借　越

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借

未　払　費　用

給 付 補 填 備 金

未 払 法 人 税 等

前　受　収　益

払 戻 未 済 金

そ の 他 の 負 債

賞 与 引 当 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
繰延税金負債
債　務　保　証
負債の部合計
（純資産の部）
出 　 資 　 金
普 通 出 資 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金

その他利益剰余金

特 別 積 立 金

（うち目的積立金）

当期未処分剰余金

組合員勘定合計
その他有価証券評価差額金
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

財務諸表



令和４年６月21日
長崎三菱信用組合

理事長 新屋貴憲

損益計算書 剰余金処分計算書

■  法定監査の状況

■  代表理事による確認

（単位：千円）（単位：千円）

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

特 別 損 失

税引前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益
繰越金（当期首残高）
当期未処分剰余金

利 益 準 備 金
特 別 積 立 金
出資に対する配当金

資 金 運 用 収 益

役務取引等収益

その他業務収益

その他経常収益

資 金 調 達 費 用

役務取引等費用

その他業務費用

経 費

その他経常費用

固定資産処分益
その他の特別利益

固定資産処分損
減 損 損 失
その他の特別損失

（年2%の割合）

280,073

当期未処分剰余金
剰 余 金 処 分 額

繰越金（当期末残高）

科　　　目 令和３年度 科　　　目 令和３年度

（年2%の割合）

277,516

令和２年度 令和２年度

貸 出 金 利 息
預 け 金 利 息
有価証券利息配当金
その他の受入利息

受入為替手数料
その他の役務収益

国債等債券売却益
国債等債券償還益
その他の業務収益

貸倒引当金戻入益
償却債権取立益
株 式 等 売 却 益
その他の経常収益

預 金 利 息
給付補填備金繰入額
借 用 金 利 息
その他の支払利息

支払為替手数料
その他の役務費用

国債等債券売却損
国債等債券償還損
国債等債券償却
その他の業務費用

人 件 費
物 件 費
税 金

貸倒引当金繰入額
貸 出 金 償 却
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
その他資産償却
その他の経常費用
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　私は当組合の令和3年4月1日から令和4
年3月31日までの第69期の事業年度におけ
る貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分
計算書の適正性及び同書類作成に係る内部
監査の有効性を確認いたしました。

　当組合は、協同組合による金融事業に関す
る法律第５条の８第３項に規定する「特定信用
組合」に該当しておりません。したがって、「貸
借対照表」「損益計算書」「剰余金処分計算書」
などにつきましては、会計監査法人によらず
当組合監事による監査を受けております。

1,695,717
1,444,492
1,096,122
49,472
275,312
23,585
104,834
14,240
90,593
128,339
15,345
70,178
42,815
18,051

―
130

17,898
22

1,372,284
41,190
26,573
1,501
13,115

―
227,655
20,282
207,373
5,726

―
5,524

―
202

1,064,574
655,602
366,565
42,405
33,136
26,536
2,176

―
―
―

4,423
323,432

―
―
―

47,413
0

3,779
43,633
276,018
64,162
4,435
68,598
207,420
277,516
484,936

1,813,710
1,465,668
1,085,495
41,879
324,798
13,494
126,580
19,000
107,580
213,855
168,654

2
45,198
7,604

―
330

7,257
17

1,688,408
35,311
30,384
2,440
2,486

―
232,979
23,043
209,936
149,305
24,762
372

124,160
10

1,120,884
690,713
410,783
19,386
149,926
148,264
1,163

―
―
―

498
125,302

―
―
―

1,153
839
―

313
124,149
19,929
△ 6,442
13,487
110,661
276,615
387,277

484,936
204,863
55,000
110,000
39,863

387,277
109,760
40,000
30,000
39,760

財務諸表



【貸借対照表注記】
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0１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記につ
いては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

0２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市
場価格等に基づく時価法､時価を把握することが困難と認められるものにつ
いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。な
お、その他有価証券の評価差額については､全部純資産直入法により処理し
ております。

0３．デリバティブ取引の評価は､時価法により行っております。
0４．有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用年
数は次のとおりであります。

　　　　　　　建　物　　　３～47年
　　　　　　　動　産　　　３～20年　　　　　
0５．貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。

　　日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関
の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（令和２年10月８日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実
績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失
率を求め算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債
権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破
綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。すべての
債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査
定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当てを行っ
ております。

0６．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込額のうち､当事業年度に帰属する額を計上しております。

0７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

　　なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度
（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金
資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への
拠出額を退職給付費用として処理しております。当該企業年金制度に関す
る事項は次のとおりです。
⑴制度全体の積立状況に関する事項（令和２年3月31日現在）
　年金資産の額　　　　　　　　　238,577百万円
　年金財政計算上の給付債務の額　229,590百万円
　差引額　　　　　　　　　　　  　  8,987百万円
⑵制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　（令和2年4月分～令和3年3月分）　0.611％
⑶補足説明
上記⑴の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
15,766百万円（及び別途積立金24,753百万円）であります。本制度に
おける過去勤務債務の償却方法は期間12年の元利均等償却であり、当
組合は当期の計算書類上、特別掛金12百万円を費用処理しています。
なお、（特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準
給与の額に乗じることで算定されるため）上記⑵の割合は当組合の実際
の負担割合とは一致しません。

0８．役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

0９．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただ
し、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上し
ております。

10．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 
112百万円

11．有形固定資産の減価償却累計額　　992百万円
12．貸出金のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は235百万円、危
険債権額は125百万円であります。

　　なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続
開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者
に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。また、危険債権とは、債務
者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い
債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります

13．貸出金のうち、３か月以上延滞債権はありません。
　　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日か
ら３か月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権
並びに危険債権に該当しないものであります。

14．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は101百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず
る債権、危険債権並びに３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

15．破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、３か月以上延滞債権
額及び貸出条件緩和債権額の合計額は461百万円であります。

　　なお、１２．から１５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
16．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　担保提供している資産　預け金　　33,900百万円
　　担保提供している資産　有価証券　  2,600百万円
　　担保資産に対応する債務　　　　   36,500百万円
17．出資1口当たりの純資産額　　　　  2,595円79銭
18．金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を
行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の
総合的管理（ALM）をしております。

⑵金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸
出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純
投資目的及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格
の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒さ
れております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスク管理規程及び信用リスクに関する諸規程に従い、
貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管
理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制
を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか事業管理本部により行われ、ま
た、定期的に開催される融資案件情報連絡会や理事会への報告を行っ
ております。
さらに、与信管理の状況については、TQC室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンター
パーティーリスクに関しては、経営管理本部において、信用情報や時価
の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
市場リスク管理規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳
細を明記しており、ALM委員会において決定されたALMに関する方針
に基づき、ALM委員会及び統合的リスク管理委員会において実施状況
の把握・確認、今後の対応等の協議を行っていおります。
日常的には経営管理本部において金融資産及び負債の金利や期間を
総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリング
を行い、月次ベースでALM委員会に報告しております。

(ⅱ)為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

(ⅲ)価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用委員会の方
針に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
このうち、経営管理本部では、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格
変動リスクの軽減を図っております。
これらの情報は経営管理本部を通じALM委員会において定期的に報
告されております。

(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報
当組合では金融資産及び金融負債についての市場リスク量をVaRによ
り月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額範囲内となるように
管理しております。
当組合のVaRは貸出金、預金積金、預け金に関してはモンテカルロ法
（保有期間　貸出金・預金積金は6ヶ月、預け金は1ヶ月、信頼区間
99％、観測期間1年）有価証券に関しては分散共分散法(保有期間　仕
組債は6ヶ月、仕組債以外は3ヶ月、信頼区間99％、観測期間1年)によ
り算出しており令和4年3月31日現在で当組合の市場リスク量は、全体
で493百万円です。
ただしVaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生
確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場
環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の
多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、
流動性リスクを管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を開示しております。

19．金融商品の時価等に関する事項
令和 4年 3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる
非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（*1） 預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した
時価に代わる金額」を記載しております。

（*2） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除してお
ります。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
⑴預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場
金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなして
おります。
⑵有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ
れた価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっ
ております。
⑶貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当
金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡
便な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権に
ついては、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当
金控除前の額）。

②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合
計額を市場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
⑴預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を
時価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯
ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金利で割り
引いた価額を時価とみなしております。

⑵借用金
借用金については、無利息で借入しており、同様の借入をしても利率が変
わらないため、帳簿価額を時価としております。

（注２） 市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のと
おりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（＊1） 非上場株式については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（令和元年７月４日）第５項に基づき、
時価開示の対象とはしておりません。

（＊2）  組合出資金（全信組連出資金等）については、企業会計基準適用指
針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和元年７月４
日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

20．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
⑴売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵満期保有有価証券に区分した有価証券はありません。
⑶子会社株式で時価のあるものはありません。
⑷その他有価証券で時価のあるもの

21．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
22．当期中に売却したその他有価証券は737百万円であります。
　　　売却益　33百万円、売却損  0百万円。
23．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の
償還予定額は次のとおりであります。

24．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ
以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　  008百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額　　　  　　069百万円
減価償却損金算入限度超過額　　　　　  　　　056百万円
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　  038百万円
繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　  173百万円
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額△144百万円
評価性引当額小計　　　　　　　　　　　　　  △144百万円
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　  028百万円 
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　  022百万円
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　  022百万円
繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　  006百万円

２5．会計方針の変更
⑴役員退職慰労引当金の計上
当事業年度より役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を役員退職慰労引当金として計上しております。過年度支出
していた、役員の退職慰労金については費用として処理しておりました
が、期間損益の適正化と財務内容の健全化を図るため引当計上するよう
変更しております。この変更により、当期の経常利益は１百万円減少し、税
引前当期純利益は25百万円減少しております。

⑵収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。
以下「収益認識会計基準等」という。)及び「収益認識に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日)を当事業年
度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受取ると見込まれる金額で収益を認
識することといたしました。収益認識会計基準等の適用による主な変更点
は以下のとおりです。
①税抜方式への変更
従来、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理を
税込方式によっておりましたが、税抜方式に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項但
書に定める経過的な取扱いに従っております。ただし、当事業年度の期
首より前に新たな会計方針を遡及した場合の累積的影響額は軽微であ
るため、期首の利益剰余金に加減は実施しておりません。
また、収益認識会計基準第89項の定めに定める方法を適用し、当事業
年度の期首より前までに税込方式に従って消費税等が算入された固定
資産等の取得原価から消費税等相当額を控除しておりません。
この結果、当事業年度の経常収益は10百万円、経常利益及び税引前当
期純利益はそれぞれ1百万円減少しております。

⑶時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４
日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、
時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することとしております。なお、当事業年度に与える影響はありません。

【損益計算書注記】

0１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に
ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

0２．営業力強化のための店舗統合・移転が機関決定し、令和４年度に統合閉鎖
される２店舗の資産について減損損失として特別損失を計上しております。

　　なお、いずれも賃借店舗であり、種類は店内造作・動産。閉鎖により使用価値
が認められないため期末帳簿価額の全額を減損損失に計上しております。

　　資産のグルーピングについては、原則営業店単位としております。
0３．店舗統合に伴う閉鎖店舗の原状回復費用等店舗閉鎖関係損失２０百万円を
その他の特別損失に計上しております。

0４．当年度から計上を行う役員退職慰労引当金の過年度分２３百万円をその他
の特別損失に計上しております。

0５．出資１口当たりの当期純利益　　　102円 67銭

財務諸表
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財務諸表

貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

（1）　預け金
（2）　有価証券
　　　　満期保有目的の債券
　　　　その他有価証券
（3）　貸出金
　　　　貸倒引当金（＊2）

　　　　　金融資産計
（1）　預金積金
（2）　借用金

（単位：百万円）

48,413

－
40,629
66,141
△ 299
65,841
154,884
115,996
36,500

48,468

－
40,629

67,869
156,966
116,031
36,500

54

－
－

2,027
2,082
35
－

　　　　　金融負債計　　　 152,496 152,531 35

場　所
長崎市内

用　途
事業用資産

種　類
店舗造作等

減損損失額
３百万円

1年以内

合　計

1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（単位：百万円）

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

4,778
301

2,573
－

1,903
99

4,878

7,044
1,822
405
－

4,815
2,205
9,249

2,626
－
－
－

2,626
1,885
4,512

20,402
914
76
－

19,411
－

20,402

債 　 券

そ の 他

非上場株式（＊1）
組合出資金（＊2）

合 計

貸借対照表計上額区 分
1

476
477

（単位：百万円）

貸借対照表計上額取得原価

40,547 40,629 81 305 223

評価差額 うち益 うち損
（単位：百万円）
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0１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記につ
いては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

0２．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却
原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては事業年度末の市
場価格等に基づく時価法､時価を把握することが困難と認められるものにつ
いては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。な
お、その他有価証券の評価差額については､全部純資産直入法により処理し
ております。

0３．デリバティブ取引の評価は､時価法により行っております。
0４．有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。また、主な耐用年
数は次のとおりであります。

　　　　　　　建　物　　　３～47年
　　　　　　　動　産　　　３～20年　　　　　
0５．貸倒引当金は、予め定めている償却･引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。

　　日本公認会計士協会 銀行等監査特別委員会報告第４号「銀行等金融機関
の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（令和２年10月８日）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当す
る債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実
績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失
率を求め算定しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債
権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額のうち必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破
綻先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。すべての
債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査
定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により上記の引当てを行っ
ております。

0６．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞
与の支給見込額のうち､当事業年度に帰属する額を計上しております。

0７．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、事業年度末における
退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。

　　なお、当組合は、複数事業主（信用組合等）により設立された企業年金制度
（総合設立型企業年金基金）に加入しており、当組合の拠出に対応する年金
資産の額を合理的に計算することができないため、当該企業年金制度への
拠出額を退職給付費用として処理しております。当該企業年金制度に関す
る事項は次のとおりです。
⑴制度全体の積立状況に関する事項（令和２年3月31日現在）
　年金資産の額　　　　　　　　　238,577百万円
　年金財政計算上の給付債務の額　229,590百万円
　差引額　　　　　　　　　　　  　  8,987百万円
⑵制度全体に占める当組合の掛金拠出割合
　（令和2年4月分～令和3年3月分）　0.611％
⑶補足説明
上記⑴の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
15,766百万円（及び別途積立金24,753百万円）であります。本制度に
おける過去勤務債務の償却方法は期間12年の元利均等償却であり、当
組合は当期の計算書類上、特別掛金12百万円を費用処理しています。
なお、（特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛金拠出時の標準
給与の額に乗じることで算定されるため）上記⑵の割合は当組合の実際
の負担割合とは一致しません。

0８．役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を計上しております。

0９．消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただ
し、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上し
ております。

10．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総額 
112百万円

11．有形固定資産の減価償却累計額　　992百万円
12．貸出金のうち、破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は235百万円、危
険債権額は125百万円であります。

　　なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続
開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者
に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。また、危険債権とは、債務
者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い
債権で、破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります

13．貸出金のうち、３か月以上延滞債権はありません。
　　なお、３か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日か
ら３か月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権
並びに危険債権に該当しないものであります。

14．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は101百万円であります。
　　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ず
る債権、危険債権並びに３か月以上延滞債権に該当しないものであります。

15．破産更生債権及びこれらに準ずる債権額、危険債権額、３か月以上延滞債権
額及び貸出条件緩和債権額の合計額は461百万円であります。

　　なお、１２．から１５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
16．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
　　担保提供している資産　預け金　　33,900百万円
　　担保提供している資産　有価証券　  2,600百万円
　　担保資産に対応する債務　　　　   36,500百万円
17．出資1口当たりの純資産額　　　　  2,595円79銭
18．金融商品の状況に関する事項
⑴金融商品に対する取組方針
当組合は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を
行っております。
このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の
総合的管理（ALM）をしております。

⑵金融商品の内容及びそのリスク
当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸
出金です。
また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純
投資目的及び事業推進目的で保有しております。
これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格
の変動リスクに晒されております。
一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒さ
れております。
⑶金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当組合は、信用リスク管理規程及び信用リスクに関する諸規程に従い、
貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管
理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管理に関する体制
を整備し運営しております。
これらの与信管理は、各営業店のほか事業管理本部により行われ、ま
た、定期的に開催される融資案件情報連絡会や理事会への報告を行っ
ております。
さらに、与信管理の状況については、TQC室がチェックしております。
有価証券の発行体の信用リスク及びデリバティブ取引のカウンター
パーティーリスクに関しては、経営管理本部において、信用情報や時価
の把握を定期的に行うことで管理しております。
②市場リスクの管理
(ⅰ)金利リスクの管理
当組合は、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。
市場リスク管理規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳
細を明記しており、ALM委員会において決定されたALMに関する方針
に基づき、ALM委員会及び統合的リスク管理委員会において実施状況
の把握・確認、今後の対応等の協議を行っていおります。
日常的には経営管理本部において金融資産及び負債の金利や期間を
総合的に把握し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリング
を行い、月次ベースでALM委員会に報告しております。

(ⅱ)為替リスクの管理
当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。

(ⅲ)価格変動リスクの管理
有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用委員会の方
針に基づき、理事会の監督の下、資金運用規程に従い行われております。
このうち、経営管理本部では、市場運用商品の購入を行っており、事前
審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格
変動リスクの軽減を図っております。
これらの情報は経営管理本部を通じALM委員会において定期的に報
告されております。

(ⅳ)市場リスクに係る定量的情報
当組合では金融資産及び金融負債についての市場リスク量をVaRによ
り月次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額範囲内となるように
管理しております。
当組合のVaRは貸出金、預金積金、預け金に関してはモンテカルロ法
（保有期間　貸出金・預金積金は6ヶ月、預け金は1ヶ月、信頼区間
99％、観測期間1年）有価証券に関しては分散共分散法(保有期間　仕
組債は6ヶ月、仕組債以外は3ヶ月、信頼区間99％、観測期間1年)によ
り算出しており令和4年3月31日現在で当組合の市場リスク量は、全体
で493百万円です。
ただしVaRは過去の相場変動をベースに統計的に算出した一定の発生
確率での市場リスク量を計測しており、通常では考えられないほど市場
環境が激変する状況下におけるリスクは捕捉できない場合があります。

③資金調達に係る流動性リスクの管理
当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の
多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、
流動性リスクを管理しております。

⑷金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場
合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定に
おいては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なることもあります。
なお、金融商品のうち預け金、貸出金、預金積金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を開示しております。

19．金融商品の時価等に関する事項
令和 4年 3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる
非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（*1） 預け金、貸出金、預金積金の「時価」には、「簡便な計算により算出した
時価に代わる金額」を記載しております。

（*2） 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除してお
ります。

（注１）金融商品の時価等の算定方法
金融資産
⑴預け金
満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、
当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金については、市場
金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を時価とみなして
おります。
⑵有価証券
株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示さ
れた価格によっております。投資信託は、公表されている基準価格によっ
ております。
⑶貸出金
貸出金は、以下の①～②の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引当
金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果を簡
便な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
①６カ月以上延滞債権等、将来キャッシュ・フローの見積りが困難な債権に
ついては、その貸借対照表の貸出金勘定に計上している額（貸倒引当
金控除前の額）。

②①以外は、貸出金の種類ごとにキャッシュ・フローを作成し、元利金の合
計額を市場金利で割り引いた価額を時価とみなしております。

金融負債
⑴預金積金
要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿簿価）を
時価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額帯および期間帯
ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合計額を市場金利で割り
引いた価額を時価とみなしております。

⑵借用金
借用金については、無利息で借入しており、同様の借入をしても利率が変
わらないため、帳簿価額を時価としております。

（注２） 市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のと
おりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

（＊1） 非上場株式については、企業会計基準適用指針第19号「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（令和元年７月４日）第５項に基づき、
時価開示の対象とはしておりません。

（＊2）  組合出資金（全信組連出資金等）については、企業会計基準適用指
針第31号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和元年７月４
日）第27項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。

20．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。
⑴売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵満期保有有価証券に区分した有価証券はありません。
⑶子会社株式で時価のあるものはありません。
⑷その他有価証券で時価のあるもの

21．当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。
22．当期中に売却したその他有価証券は737百万円であります。
　　　売却益　33百万円、売却損  0百万円。
23．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間毎の
償還予定額は次のとおりであります。

24．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ
以下のとおりであります。
繰延税金資産
貸倒引当金損金算入限度超過額　　　　　　　  008百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額　　　  　　069百万円
減価償却損金算入限度超過額　　　　　  　　　056百万円
その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　  038百万円
繰延税金資産小計　　　　　　　　　　　　　　  173百万円
　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額△144百万円
評価性引当額小計　　　　　　　　　　　　　  △144百万円
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　　　　　  028百万円 
繰延税金負債
　その他有価証券評価差額金　　　　　　　　　  022百万円
繰延税金負債合計　　　　　　　　　　　　　　  022百万円
繰延税金資産の純額　　　　　　　　　　　　　  006百万円

２5．会計方針の変更
⑴役員退職慰労引当金の計上
当事業年度より役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期
末要支給額を役員退職慰労引当金として計上しております。過年度支出
していた、役員の退職慰労金については費用として処理しておりました
が、期間損益の適正化と財務内容の健全化を図るため引当計上するよう
変更しております。この変更により、当期の経常利益は１百万円減少し、税
引前当期純利益は25百万円減少しております。

⑵収益認識に関する会計基準等の適用
「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。
以下「収益認識会計基準等」という。)及び「収益認識に関する会計基準の
適用指針」(企業会計基準適用指針第30号2021年３月26日)を当事業年
度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時
点で、当該財又はサービスと交換に受取ると見込まれる金額で収益を認
識することといたしました。収益認識会計基準等の適用による主な変更点
は以下のとおりです。
①税抜方式への変更
従来、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の会計処理を
税込方式によっておりましたが、税抜方式に変更しております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項但
書に定める経過的な取扱いに従っております。ただし、当事業年度の期
首より前に新たな会計方針を遡及した場合の累積的影響額は軽微であ
るため、期首の利益剰余金に加減は実施しておりません。
また、収益認識会計基準第89項の定めに定める方法を適用し、当事業
年度の期首より前までに税込方式に従って消費税等が算入された固定
資産等の取得原価から消費税等相当額を控除しておりません。
この結果、当事業年度の経常収益は10百万円、経常利益及び税引前当
期純利益はそれぞれ1百万円減少しております。

⑶時価の算定に関する会計基準等の適用
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４
日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、
時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計
基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従っ
て、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用
することとしております。なお、当事業年度に与える影響はありません。

【損益計算書注記】

0１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下の注記に
ついては、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

0２．営業力強化のための店舗統合・移転が機関決定し、令和４年度に統合閉鎖
される２店舗の資産について減損損失として特別損失を計上しております。

　　なお、いずれも賃借店舗であり、種類は店内造作・動産。閉鎖により使用価値
が認められないため期末帳簿価額の全額を減損損失に計上しております。

　　資産のグルーピングについては、原則営業店単位としております。
0３．店舗統合に伴う閉鎖店舗の原状回復費用等店舗閉鎖関係損失２０百万円を
その他の特別損失に計上しております。

0４．当年度から計上を行う役員退職慰労引当金の過年度分２３百万円をその他
の特別損失に計上しております。

0５．出資１口当たりの当期純利益　　　102円 67銭

財務諸表
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財務諸表

貸借対照表
計　上　額 時　価 差　額

（1）　預け金
（2）　有価証券
　　　　満期保有目的の債券
　　　　その他有価証券
（3）　貸出金
　　　　貸倒引当金（＊2）

　　　　　金融資産計
（1）　預金積金
（2）　借用金

（単位：百万円）

48,413

－
40,629
66,141
△ 299
65,841
154,884
115,996
36,500

48,468

－
40,629

67,869
156,966
116,031
36,500

54

－
－

2,027
2,082
35
－

　　　　　金融負債計　　　 152,496 152,531 35

場　所
長崎市内

用　途
事業用資産

種　類
店舗造作等

減損損失額
３百万円

1年以内

合　計

1年超5年以内 5年超10年以内 10年超
（単位：百万円）

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

4,778
301
2,573

－
1,903
99

4,878

7,044
1,822
405
－

4,815
2,205
9,249

2,626
－
－
－

2,626
1,885
4,512

20,402
914
76
－

19,411
－

20,402

債 　 券

そ の 他

非上場株式（＊1）
組合出資金（＊2）

合 計

貸借対照表計上額区 分
1

476
477

（単位：百万円）

貸借対照表計上額取得原価

40,547 40,629 81 305 223

評価差額 うち益 うち損
（単位：百万円）



■ 資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高等

う ち 貸 出 金
う ち 預 け 金
う ち 有 価 証 券

う ち 預 金 積 金
う ち 譲 渡 性 預 金
う ち 借 用 金

資 金 運 用 収 益
資 金 調 達 費 用

役務取引等収益
役務取引等費用

その他業務収益
その他業務費用

う ち 定 期 預 金
う ち 定 期 積 金

資 金 運 用 勘 定

資 金 調 達 勘 定

流 動 性 預 金
定 期 性 預 金

そ の 他 の 預 金
小　　　　計

譲 渡 性 預 金
合　　　　計

資 金 運 用 収 支

役 務 取 引 等 収 支

そ の 他 業 務 収 支

業 務 粗 利 益
業 務 粗 利 益 率
業 　 務 　 純 　 益
実 質 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
コ ア 業 務 純 益
　（投資信託解約損益を除く。）

資 金 運 用 利 回 り
資 金 調 達 原 価 率
総 資 金 利 鞘

総 資 産 経 常 利 益 率
総資産当期純利益率

受 取 利 息 の 増 減
支 払 利 息 の 増 減

国 債 等 債 券 売 却 益
国 債 等 債 券 償 還 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 業 務 収 益
その他業務収益合計

1,403,301
1,444,492
41,190

△ 122,821
104,834
227,655
122,612
128,339
5,726

1,403,092
0.91%

337,013
338,517
258,518
258,518

1,430,357
1,465,668
35,311

△ 106,398
126,580
232,979
64,549
213,855
149,305
1,388,507

0.97%
231,148
267,623
248,262
200,593

1.02
0.82
0.20

0.94
0.73
0.20

0.08
0.07

0.20
0.13

66,164
△1,675

△21,176
5,878

213,855

58,514
55,122
54,569
552
462

51.2
48.3
47.8
0.4
0.4

57,911
54,475
53,856
619
208

51.4
48.3
47.8
0.5
0.1

60,957
54,709
54,245
463
329

52.5
47.1
46.7
0.3
0.2

60,698
54,722
54,224
497
212

52.4
47.3
46.8
0.4
0.1

114,099
－

114,099

112,595
－

112,595

100.0
－

100.0

100.0
－

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

115,996
－

115,996
－ －
115,633

－
115,633

15,345
70,178

―
42,815

168,654
2
―

45,198
128,339

153,552
65,728
49,061
38,286
150,730
115,633

―
35,096

1,444,492
1,096,122
49,472
275,312
41,190
28,075

―
13,115

0.94
1.66
0.10
0.71
0.02
0.02
―

0.03

142,991
63,736
42,595
36,183
140,590
112,595

―
27,995

1,465,668
1,085,495
41,879
324,798
35,311
32,824

―
2,486

1.02
1.70
0.09
0.89
0.02
0.02
―

0.00

■ 預金科目別残高・平均残高

■ 業務粗利益

■ 受取利息及び支払利息の増減

■ その他業務収益の内訳

■ 総資金利鞘等

■ 利益率

（注） 1．業務粗利益率 = 

（注）1．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
2．定期性預金＝定期預金＋定期積金
3．その他の預金＝別段預金＋納税準備預金

資金運用勘定計平均残高
業務粗利益 ×100

（注） 総資産経常（当期純）利益率 =  

総資産（除く債務保証見返）平均残高
経常（当期純）利益 ×100

科　　　目 平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り
令和３年度令和２年度

区　　　分 期末残高 構成比 平均残高 構成比 期末残高 構成比 平均残高 構成比
令和３年度令和２年度

区　　分 令和３年度令和２年度 項　　目 令和３年度令和２年度

項　　目 令和３年度令和２年度

項　　目 令和３年度令和２年度

項　　目 令和３年度令和２年度

（単位：平均残高、百万円／利息、千円／利回り、％）

（単位：残高、百万円／比率、％）

（単位：千円） （単位：％）

（単位：％）

（単位：千円）

（単位：千円）

主要な業務の状況を示す指標

預金に関する指標
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事業年度における経営指標

２．業務純益＝業務収益-（業務費用-金銭の信託運用見合費用）
３．実質業務純益＝業務純益+一般貸倒引当金繰入額
４．コア業務純益＝実質業務純益-国債等債券損益



預金に関する指標

12.6

100.0

一般法人
金融機関
公 　 金

３ ヶ 月 未 満
３ヶ月以上６ヶ月未満
６ヶ月 以 上１年 未 満
１ 年 以 上 ２ 年 未 満
２ 年 以 上 ３ 年 未 満
３ 年 以 上

合　　計

割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越
　合  計　

個 人
法 人

合　　計

2,379 2,885

54,569

952
1,463
1,211
31,502
1,663
17,452

656
1,169
980

32,554
2,228
16,980

54,245

107,788
8,207
7,477
58
672

92.9
7.0
6.4
0.0
0.5

115,996 100.0

106,295
7,803
7,022
71
708

93.1
6.8
6.1
0.0
0.6

114,099 100.0

■  期間別定期預金残高

財 形 貯 蓄 残 高

■  財形貯蓄残高

57.32
56.60

57.02
56.84

期 末 値
期 中 平 均 値

■  預貸率

■  預金者別残高

30
667

64,307
1,136

27
621

63,933
1,145

66,141 65,728

19
365

63,849
1,167

40
406

62,107
1,182

65,403 63,736

■  貸出金科目別残高・平均残高

■  貸出金業種別残高・構成比

53,345

66,141

8,713
56,690
65,403

8,153
57,988
66,141

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

3,243
1

184
698
22
910
―

1,006
140
741

1,340
91

8,381
260

57,499

4.9
0.0
0.2
1.0
0.0
1.3
―
1.0
0.0
1.1
2.0
0.0

0.3
86.9

66,141

11.8

100.0

3,064
1

146
817
21
870
―

695
139
762

1,179
81

7,780
359

57,263

4.6
0.0
0.2
1.2
0.0
1.3
―
1.0
0.0
1.1
1.8
0.0

0.5
87.5

65,403

■  貸出金・債務保証見返の担保別残高

当組合預金積金
有 価 証 券
動 　 　 産
不 動 産
そ の 他
小  計

信用保証協会・信用保険
保 証
信 用
合 　計

固 定 金 利
変 動 金 利
合 　計

製 造 業
農業、林業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
運輸業、郵便業
卸売業、小売業
金融業、保険業
不 動 産 業
飲 食 業
医療、福祉
その他のサービス
その他の産業
小  計

地方公共団体
個 人
合 　計

■  金利区分別貸出金残高

54,569
̶

54,569

54,245
̶

54,245

固 定 金 利
変 動 金 利
合 　計

■  金利区分別定期預金残高

（注） 預貸率 = 
預金積金＋譲渡性預金

貸出金 ×100

残　高 構成比 残　高 構成比
令和３年度令和２年度 令和３年度令和２年度

令和３年度令和２年度

令和３年度令和２年度

令和３年度末令和２年度末

令和３年度令和２年度

令和３年度末令和２年度末

令和３年度令和２年度

期間・期別
（単位：百万円）

科　　目
（単位：百万円）

項　　目
（単位：％）

区　分

（単位：残高、百万円／比率、％）

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高区　分

（単位：百万円）

残　高 構成比 残　高 構成比区　分

（単位：残高、百万円／比率、％）

令和３年度末令和２年度末令和３年度末令和２年度末
貸出金種　類 債務保証見返

（単位：百万円）

区　分
（単位：百万円）

貸出金等に関する指標

区　分
（単位：百万円）

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しておりますが、
該当のない業種につきましては、記載を省略しております。
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80
―
―

53,223
40

4,700
2,679
5,416

52,131

65,403

100
―
―

51,980
51

4,769
2,712
5,789

事業年度における経営指標



1 2貸 出 金 償 却 額

運転資金
設備資金
合　　計 65,403 100.0

10,513
55,628

10,670
54,733

66,141

15.8
84.1

8,321
43,187
51,509

16.1
83.8

7,925
42,926
50,851

15.5
84.4

16.3
83.6

100.0

■  使途別貸出金残高

消費者ローン
住 宅ローン
合　　計 100.0 100.0

■  消費者ローン・住宅ローン残高

一般貸倒引当金
個別貸倒引当金
合　　計

55
222
277

36
108
 145

56
243
299

1
20

 21

■  貸倒引当金の期末残高及び増減額 ■  貸出金償却額
項　　目

残　高 構成比 残　高 構成比区　分 令和３年度末令和２年度末 令和３年度末令和２年度末

令和３年度令和２年度

令和３年度令和２年度

令和３年度令和２年度

令和３年度令和２年度

令和３年度末令和２年度末

令和３年度末令和２年度末

令和３年度末令和２年度末

（単位：残高、百万円／比率、％）

残　高 構成比 残　高 構成比区　分

（単位：残高、百万円／比率、％）

期末残高 増減額 期末残高 増減額項　目

（単位：百万円） （単位：百万円）

貸出金等に関する指標

貸出資産に関する指標

受 入 為 替 手 数 料
その他の受入手数料
その他の役務取引等収益

支 払 為 替 手 数 料
その他の支払手数料
その他の役務取引等費用

報 酬 給 料 手 当
賞与引当金純繰入額
退 職 給 付 費 用
社 会 保 険 料 等

事 務 費
固 定 資 産 費
事 業 費
人 事 厚 生 費
預 金 保 険 料
固 定 資 産 償 却

役 務 取 引 等 収 益

役 務 取 引 等 費 用

人 件 費

物 件 費

税 金
合　　　　計

104,834
14,240
90,571

22
227,655
20,282
17,572
189,800

126,580
19,000
107,559

21
232,979
23,043
20,334
189,601

1,064,574

■  役務取引の状況

常勤役職員１人当たりの預金残高
１店舗当たりの預金残高
常勤役職員１人当たりの貸出金残高
１店舗当たりの貸出金残高

1,126
14,499
642
8,267

1,037
14,262
594
8,175

■  常勤役職員１人当たり及び
　　 １店舗当たりの預金・貸出金

全国信用協同組合連合会
日 本 政 策 金 融 公 庫
住 宅 金 融 支 援 機 構
福 祉 医 療 機 構

合　　　　計 433

̶
̶

319
13

̶
̶

418
15

332

■  代理貸付残高の内訳

■  経費の内訳
項　　目

項　　目

項　　目
（単位：千円）

（単位：百万円）

区　　分
（単位：百万円）

（単位：千円）

その他の経営指標

国 債
投 資 信 託

21
1,113

60
921

■  公共債等窓販実績
項　　目

（単位：百万円）
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655,602
535,349
△ 7,891
14,858
113,286
366,565
131,280
94,795
15,761
11,434
32,887
80,407
42,405

1,120,884

690,713
550,434
9,591
13,349
117,338
410,783
150,579
107,314
20,691
10,826
34,430
86,941
19,386

事業年度における経営指標



協金法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権の保全・引当状況

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

うち3カ月以上
延 滞 債 権
うち貸出条件
緩 和 債 権

正 常 債 権

合　　　　計

小　　　　計

］）B（－）A（［/）C（

（単位：百万円）

区　　分 債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全率 貸倒引当金引当率
）A（/）D（

保全額
（D）＝（B）＋（C）

資産の健全性の状況
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209
235
133
125
120
101
6
―

113
101
463
461

65,011
65,749
65,475
66,210

77
77
42
40
80
71
―
―
80
71
200
188

131
157
90
85
1
1
―
―
―
―

224
244

209
235
133
125
82
72
―
―
80
71
424
433

100.00%
100.00%
100.00%
100.00%
68.11%
71.88%
0.00%

―
70.99%
70.69%
91.70%
93.85%

100.00%
100.00%
100.00%
100.00%
3.60%
4.06%
0.00%

―
0.00%
0.00%

85.34%
89.58%

事業年度における経営指標

令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度

（注）１.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対
する債権およびこれらに準ずる債権です。

２.「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態に至っていないが、財政状態、および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収および利息の受取
りができない可能性の高い債権（１に掲げるものを除く。）です。

３.「要管理債権」とは、「３ヶ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金です。
４.「3カ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上遅延している貸出金（１および２に掲げるものを除く。）です。
５.「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債権者に
有利となる取決めを行った貸出金（１、２および４に掲げるものを除く。）です。

６.「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権（１、２および３に掲げるものを除く。）です。
７.「担保・保証（Ｂ）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
８.「貸倒引当金（Ｃ）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を除いて計上しています。
９.「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」および「正常債権」が対象となる債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還および
利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第2条第3項）によるものに限る。）、
貸出金、外国為替、「その他資産」中の未収利息および仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるもの並びに注記されている有価証券の貸付けを
行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）です。

■



社 債
そ の 他
合　　計

株 式
債 券
そ の 他
合　　計

■ 有価証券の時価情報
〔満期保有目的の債券で時価のあるもの〕

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

－
－
－

〔その他の有価証券で時価のあるもの〕

40,547 40,629 81 305 223

国 債
地 方 債
短期社債
社 債
株 式
外国証券
その他の証券
合　　計

国 債

地 方 債

短期社債

社 債

株 式

外国証券

その他の証券

期 末 値
期 中 平 均 値3,038

3,055
―

28,857
37

4,090
1,551

3,046
3,295

―
26,859

23
4,286
775

40,630 38,286

3,474
3,521

―
25,330

1
4,318
125

3,222
3,687

―
23,784

5
4,412
1,071

36,771 36,183

32.22
32.13

35.02
33.11

■ 有価証券種類別残高及び平均残高 ■ 預証率

令和２年度
令和３年度

36,771
40,630

36,771
40,630

̶
̶

■ 有価証券の取得価格または契約価格、時価及び評価損益

201
301
434
2,573

―
―

2,614
1,903

―
―

699
99
―
―

1,019
1,417
502
202
―
―

3,450
2,606

―
―

400
1,306

―
―

1,021
404
716
203
―
―

2,222
2,209

―
―

1,216
798
―

100

100
―

308
―
―
―

835
920
―
―

689
1,186

―
―

―
―

463
―
―
―

921
1,706

―
―

1,014
699
―
―

1,130
914
1,095
76
―
―

15,186
19,411

―
―

297
―
―
―

―
―
―
―
―
―

100
100
1
37
―
―

125
1,450

3,474
3,038
3,521
3,055

―
―

25,330
28,857

1
37

4,318
4,090
125

1,551

■ 有価証券の残存期間別残高

（注） 預証率 = 
預金積金＋譲渡性預金

有価証券 ×100

貸借対照表
計　上　額 時　価 評価差額 うち益 うち損

貸借対照表
計　上　額 時　価 評価差額 うち益 うち損

（単位：百万円）

貸借対照表
計　上　額取得原価 取得原価評価差額

うち益 うち損
貸借対照表
計　上　額 評価差額

うち益 うち損

令和３年度令和２年度

令和３年度令和２年度
（単位：百万円）

区　分 1年以下 1年超
3年以下

3年超
5年以下

5年超
7年以下

7年超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合　　計期間
期別

（単位：百万円）

期末残高 平均残高 期末残高 平均残高区　分 令和３年度令和２年度
（単位：百万円）

項　　目 令和３年度令和２年度
（単位：％）

年度 取得価格または契約価格 時　価 評価損益
（単位：百万円）

有価証券に関する指標
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―
34,899
5,647

―
34,951
5,677

―
51
30

―
219
85

―
168
55

36,479 36,769 290 379 89

―
32,056
4,423

―
32,325
4,443

―
269
20

―
331
48

―
62
27

事業年度における経営指標

令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度
令和２年度
令和３年度

（注）有価証券の「時価」は、上場有価証券については決算日時価、非上場有価証券については価
格等の算定が可能なもの（店頭売買有価証券については証券業協会が公表する売買価格
など、公募債券については証券業協会が公表する公社債店頭気配表に掲載されている銘
柄の利回りに基づいて計算した価格、証券投資信託の受益証券については基準価格）につ
いては時価相当額、その他のものは帳簿価格です。



用語の解説

　 

用　　　語
リスク・ウェイト
適格格付機関
エクスポージャー
信用リスク削減手法
基礎的手法
金利リスク
金利ショック

BPV

コア預金
リスク・アセット
ソブリン
抵当権付住宅ローン
不動産取得等事業者
所要自己資本額
三月以上延滞エクスポージャー

債権の危険度を表す指標。自己資本比率規制で総資産を算出する際に、保有資産ごとに分類して用いる。
金融機関がリスクを算出するに当たって用いることができる、金融庁長官が適格性の基準に照らして適格と認めた、格付を付与する格付機関のこと。
リスクに晒されている資産のことを指しており、具体的には貸出金などの与信取引と有価証券などの投資資産が該当。
信用リスクを軽減するための措置をいい、具体的には、預金担保、有価証券担保、保証などを貸出金と相殺することをいう。
オペレーショナル・リスクにおけるリスク・アセットの算出方法の一つ。1年間の粗利益×15％の直近３年間の平均値÷8％により算出。
市場における一般的な金利水準の変動に伴って当該金融資産の価値が変動するリスクのことをいう。
金利の変化(衝撃)のことで、上下200ベーシス・ポイントの平行移動や99パーセントタイル値と1パーセントタイル値といった算出方法がある。
Basis Point Value(ベーシス・ポイント・バリュー)、金利リスクの指標の１つで、全ての期間の金利が1ベーシス・ポイント(0.01％)変化した場合に
おける現在価値の変化額を表す。
明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時払い出される預金のうち、引き出されることなく長期間金融機関に滞留する預金のこと。
リスクを有する資産（貸出金や有価証券など）を、リスクの大きさに応じて掛目（リスク・ウェイト）を乗じ、再評価した資産金額。
中央政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関、その他中央政府以外の公共部門などを指す。
自己資本比率算出においては、代表的なものとして、住宅ローンの中で抵当権が第１順位かつ担保評価額が十分に満たされているものを指す。
不動産の取得又は運用を目的とした事業者。
各々のリスク・アセット×４％（自己資本比率規制における国内基準）。
元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャー。

解　　　　　説
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自己資本の充実の状況

1．自己資本調達手段の概要
　当組合の自己資本につきましては、地域のお客さまによる
出資金にて調達しております。
　　・発行主体 ： 長崎三菱信用組合
　　・資本調達手段の種類 ： 普通出資
　　・コア資本に係る基礎項目に算入された額：1,998百万円
2．自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当組合は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行
うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を十
分保っていると評価しております。なお、将来の自己資本の充
実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務
推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上げを第
一義的な施策として考えております。
3．信用リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針および手続きの概要

信用リスクの計量的把握に努めるとともに、経済変動や
業務の盛衰に耐え得る健全な与信内容を維持し、収益
性の高い与信ポートフォリオを実現しております。
信用コストである貸倒引当金は「自己査定基準」および
「償却・引当基準」に基づき、自己査定における債務者区
分ごとに算定するとともに、その結果については監事の
監査を受けるなど、適正な計上に努めております。

（2）リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関
リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下
の4つの機関を採用しています。なおエクスポージャー
の種類ごとに適格格付機関の使分けは行っていません。
　・JCR   ・R＆I 　・MDS　・S＆P

4．信用リスク削減手法に関する管理方針および手続きの概要
　信用リスク削減手法として使用する、当組合が扱う主要な
担保は、預金積金のみであり、担保に関する手続きについて
は、組合が定める「融資基準」や「融資事務取扱要領」などに
より、適切な事務取扱い並びに適正な評価・管理を行ってお
ります。
　信用リスク削減手法には、適格担保として自組合預金積
金、日本銀行貸出支援基金の活用に係る「全信組連への預け
金」と「全信組連からの借入金」等が該当します。
5．オペレーショナル・リスクに関する事項
（1）リスク管理方針および手続きの概要

当組合では、オペレーショナル・リスクを「内部プロセス・
人・システムが不適切であることもしくは機能しないこ
と、または外生的事象が生起することから当組合に生じ
る損失にかかるリスク」と考えています。当組合はオペ
レーショナル・リスクについて事務リスク、システムリス
ク、法務リスク、人事・労務リスク、有形資産リスクの各リ
スクを含む幅広いリスクと考え、管理体制や管理方法に
関するリスク管理の基本方針をそれぞれのリスクについ
て定め、確実にリスクを認識し、評価しております。
リスクの計測に関しましては、当面、基礎的手法を採用す
ることとし、態勢を整備しております。また、これらリスク
に関しましては、統合的リスク管理委員会において協議・
検討するとともに、必要に応じて経営陣による、理事会
等において、報告する態勢を整備しております。

（2）オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法
の名称
当組合は基礎的手法を採用しております。

6．銀行勘定における出資その他これに類するエクスポー
ジャー又は、株式等エクスポージャーに関するリスク管理の
方針および手続きの概要
　上場優先出資証券、株式関連投資信託にかかるリスクの
認識については、時価評価等によるリスク計測によって把握
するとともに、当組合の抱える市場リスクの状況等を定期的
にALM委員会へ報告しています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当組合が定
める「計算事務取扱規定」および日本公認会計士協会の「金
融商品に関する実務指針」に従った、適正な処理を行ってい
ます。

7．銀行勘定における金利リスクに関する事項
（1）リスク管理の方針および手続の概要　

金利リスクとは、市場金利の変動によって受ける資産価
値の変動や、将来の収益性に対する影響を指しますが、
当組合においては、双方ともに定期的な評価・計測を行
い、適宜、対応を講じる態勢としております。
具体的には、銀行勘定の金利リスクについてΔEVE（金利
変動に伴う経済価値の変動額）、VaR（バリュー・アット・リ
スク）、BPV（ベーシス・ポイント・バリュー）といった指標を
定期的に計測し、ALM委員会で協議検討を行うなど、資
産・負債の最適化に向けたリスク・コントロールに努めてお
ります。

（2）内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算
定手法の概要
金利リスク算定の前提は、以下の定義に基づいて算定し
ております。
・金利感応資産・負債
預金、貸出金、有価証券、預け金、その他金利・期間を
有する資産・負債
・計測手法：再評価法
パーレートイールドで現在価値を計算後、当該グリッ
ドに金利ショック幅を加減算したイールドカーブで現
在価値を再計算し、差分を計上しております。
・行動オプション性
コア預金
対　　象：流動性預金全般（当座・普通・貯蓄等）
算定方法：①過去5年間の最低残高

②過去5年間の最大流出量を現残高か
ら差引いた残高
③現残高の50％相当額
以上３つのうち最小の額を上限

満期…5年以内（平均2.5年）
固定金利貸出の期限前返済
　　　　　　　：保守的な前提を採用（年間３％）
定期預金の早期解約
　　　　　　　：保守的な前提を採用（年間34％）
・リスク計測の頻度：毎月（前月末基準）



（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用協同組
合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第
22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、当組合は国内基準を採用しております。

単体における事業年度の開示事項

項　　目 経過措置による不算入額

うち、出資金及び資本剰余金の額
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額　

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

コア資本に係る基礎項目の額　　　　　 （イ）

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

コア資本に係る基礎項目　　（１）

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、コア
資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額
のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

適格引当金不足額

少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10％基準超過額

意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額

前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額

負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）

うち、前払年金費用

うち、繰延税金資産

うち、上記以外に該当するものの額

うち、他の金融機関等向けエクスポージャー

特定項目に係る15％基準超過額

コア資本に係る調整項目の額　　　　　 （ロ）

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

自己資本の額　　（（イ）－（ロ））　　　   （ハ）

信用リスク・アセットの額の合計額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額　　　　　（ニ）
自己資本比率
自己資本比率　　（（ハ）／（ニ））

自己資本

リスク・アセット等　　（３）

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  

令和３年度令和２年度 経過措置による不算入額

（単位：百万円）

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
  

■  自己資本の構成に関する事項

コア資本に係る調整項目　　（２）
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イ． 信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計

ロ． オペレーショナル・リスク
ハ． 単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

■  自己資本の充実度に関する事項
リスク・アセット 所要自己資本額 リスク・アセット 所要自己資本額

令和３年度令和２年度
（単位：百万円）

区　　　分

（ⅰ） ソブリン向け
（ⅱ） 金融機関向け
（ⅲ） 法人等向け
（ⅳ） 中小企業等・個人向け
（ⅴ） 抵当権付住宅ローン
（ⅵ） 不動産取得等事業向け
（ⅶ） 三月以上延滞等
（ⅷ） 出資等
 出資等のエクスポージャー
 重要な出資のエクスポージャー
（ⅸ） 他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他
　 外部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー
（x） 信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係
　　 る調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー
（xi） その他

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

② 証券化エクスポージャー
③ リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー
ルック・スルー方式
マンデート方式
蓋然性方式（250％）
蓋然性方式（400％）
フォールバック方式（1250％）

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額
⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに
    係る経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額
⑥ CVAリスク相当額を8％で除して得た額
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー
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自己資本の充実の状況

貸出金、コミットメン
ト及びその他のデリ
バティブ以外のオフ
・バランス取引

有価証券 デリバティブ取引
三月以上
延滞エクス
ポージャー

■  信用リスクに関する事項

信用リスクエクスポージャー期末残高
エクスポージャー区分

業種区分
期間区分 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

イ．信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高《業種別及び残存期間別》 （単位：百万円）

（注）1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため「地域別」の区分は省略しております。
2．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しておりますが、該当のない業種につきましては、記載を省略しております。
3．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーを除き記載しております。
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製 造 業
農 業 、 林 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 業
医  療 、 福  祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国・地 方 公 共 団 体 等

人個
そ の 他
業 種 別 合 計
１ 年 以 下
１ 年 超 ３ 年 以 下
３ 年 超 ５ 年 以 下
５ 年 超 ７ 年 以 下
７ 年 超 1 0 年 以 下
１ ０　　　年　　　超
期間の定めのないもの
残 存 期 間 別 合 計

8,869
1

684
2,899
1,201
1,122
2,412
56,716
2,606
140
741

2,038
91

16,949
57,366
4,029

157,869
43,931
9,174
7,653
4,258
7,818
73,275
11,758

157,869

2,956
1

146
817
―
21
870
―

695
139
759
1,175
81
359

57,155
―

65,180
1,558
1,476
2,345
2,254
5,663
51,878

4
65,180

3,136
1

184
698
―
22
910
―

1,006
140
741
1,338
91
260

57,366
―

65,898
1,794
1,373
2,253
2,158
5,406
52,909

2
65,898

5,299
―

500
1,400
701
500
1,304
7,911
1,775

―
―

891
―

16,084
―

111
36,480
3,962
5,337
5,107
1,906
2,370
17,585
212

36,480

5,732
―

500
2,201
1,201
1,100
1,502
7,814
1,599

―
―

700
―

16,688
―

1,507
40,548
4,881
5,500
3,700
2,100
2,412
20,365
1,588

40,548

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
3
―
―
0
―
3

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
2
3
―
―
7
―
12

8,256
1

646
2,217
701
521

2,174
55,728
2,471
139
759

2,067
81

16,444
57,155
3,151

152,519
33,776
12,913
8,552
4,160
8,034
69,463
15,619

152,519



■  出資等エクスポージャーに関する事項
イ．貸借対照表計上額及び時価 （単位：百万円）

（注）「貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で認識されない
評価損益の額」とは、その他有価証券の評価損益です。

（単位：百万円）

上 場 株 式 等
非 上 場 株 式 等
合　　計

477
477

477
477

29̶
477
506

36̶
477
513

貸借対照表
計　上　額 時　価 貸借対照表

計　上　額 時　価区　分

ハ．貸借対照表で確認され、かつ、損益計算書で
　 認識されない評価損益の額

令和３年度令和２年度
（単位：百万円）

̶ 6評 価 損 益
（注）「貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額」とは、

子会社株式及び関連会社の評価損益です。

ロ．出資等エクスポージャーの売却及び
　 償却に伴う損益の額

令和３年度令和２年度
（単位：百万円）

－
－

12－
－
－

売 却 益
売 却 損
償 却

区　分

（注）損益計算書における損益の額を記載しております。

ニ．貸借対照表及び損益計算書で
　 認識されない評価損益の額

令和３年度令和２年度
－ －評 価 損 益

告示で定める
リスク・ウェイト区分 格付適用有り

エクスポージャーの額

格付適用無し 格付適用有り 格付適用無し

（単位：百万円）

0%
10%
20%
35%
50%
75%
100%
150%
250%
1250％

そ の 他
合　　　　計 15,571

ハ．リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

（注）1．格付は、適格格付機関が付与しているものに限ります。
2．エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。
3．リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーを除き記載しております。

令和２年度

令和２年度 令和３年度

（注）リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーは、本表には含めておりません。

令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度 令和２年度 令和３年度

ロ．業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の残高
個別貸倒引当金

当期増加額 期末残高 貸出金償却

（単位：百万円）

製 造 業
農 業 、 林 業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
飲 食 業
医  療 、 福  祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等

人個
そ の 他

計合

82
―
―
―
―
―
―
―
―
△0
―
1
―
―
25
―

―
―
―
―
―
―
―
―
―
△0
△2
△2
―
―
25
―

107
―
―
―
―
―
―
―
―
0
2
3
―
―

107
―

107
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
1
―
―

133
―

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
1
̶

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
２
̶

108 222 243 ２1

区　　分

（注）前頁イ．注記と同様にて表示しております。

20

令和３年度
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―
―

900
―

7,099
―

7,571
―
―
―
―

136,947

10,156
9,556
52,043
875
2

53,399
10,868

10
35
―
―

17,611

―
―

1,000
―

9,810
―

6,800
―
―
―
―

140,258

9,133
10,934
53,127
962
0

52,688
13,378

3
30
―
―

自己資本の充実の状況



■  リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項

365
̶
̶
̶
̶

71
̶
̶
̶
̶

ルック・スルー方式を適用するエクスポージャー
マンデート方式を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（250％）を適用するエクスポージャー
蓋然性方式（400％）を適用するエクスポージャー
フォールバック方式（1250％）を適用するエクスポージャー

令和３年度令和２年度
（単位：百万円）

■  金利リスクに関する事項 （単位：百万円）
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自己資本の充実の状況

上方パラレルシフト
下方パラレルシフト
スティープ化
フラット化
短期金利上昇
短期金利低下
最大値

自己資本の額

（注）  金利リスクの算定手法の概要等は、「定性的な開示事項」の項目に記載しております。 

2,394
―

2,394
令和２年度

4,968

△EVE

2,161
―

2,161

令和３年度令和２年度

IRRBB：金利リスク

令和３年度
5,140

△N I I

―
155

155

―
119

119

令和３年度令和２年度



　このディスクロージャー誌は、協同組合による金融事業に関する法律第6条で準用する銀行法第21条に基づき
作成しています。各開示項目は、以下のページに掲載しております。

【概況および組織】
事業方針
事業の組織
役員一覧（理事及び監事の氏名・役職名）
店舗一覧（事務所の名称・所在地）

＊
＊
＊

1
3
3
28

【主要な事業内容】
主要な事業の内容＊ 27

【事業に関する事項】
直近の事業年度における事業の概況
直近の5事業年度における主要な事業の状況を示す指標
預金積金残高
貸出金残高
有価証券残高
純資産額
総資産額
経常収益
業務純益
経常利益又は経常損失
当期純利益又は当期純損失
単体自己資本比率
組合員数
出資総額及び出資総口数
出資に対する配当金
店舗数
職員数

＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊

＊

4
6

【主要業務に関する指標】
業務粗利益及び業務粗利益率

資金運用収支、役務取引等収支及びその他業務収支
資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回
総資金利鞘
受取利息・支払利息の増減
その他業務収益の内訳
総資産経常利益率
総資産当期純利益率
役務取引の状況
経費の内訳

＊

＊
＊
＊
＊

＊
＊

36

36
36
36
36
36
36
36
38
38

【預金に関する指標】
預金科目別平均残高
預金者別残高
固定・変動金利別定期預金残高、その他区分定期預金残高
期間別定期預金残高
財形貯蓄残高
常勤役職員1人当たり及び1店舗当たり預金残高

＊

＊

36
37
37
37
37
38

【貸出金等に関する指標】
貸出金科目別平均残高
金利区分別貸出金残高
担保別貸出金残高及び債務保証見返額
業種別貸出金残高及び構成比
預貸率（期末・期中平均）
使途別貸出金残高
消費者ローン・住宅ローン残高
常勤役職員1人当たり及び1店舗当たり貸出金残高

＊
＊
＊
＊
＊
＊

37
37
37
37
37
38
38
38

【業務運営に関する事項】
リスク管理体制
法令遵守の体制
苦情処理措置・紛争解決措置等の概要

＊
＊
＊

10.11
8.9
7

【財産の状況に関する事項】
貸借対照表
損益計算書
剰余金処分計算書

協金法開示債権（リスク管理債権）及び
　　　金融再生法開示債権の保全・引当状況

有価証券の時価及び評価損益
先物取引の時価等情報
デリバティブ取引情報
オフバランス取引の状況
貸倒引当金の期末残高及び増減額
貸出金償却額
会計監査人による監査
代表理事による確認
自己資本の充実の状況
自己資本の構成に関する事項
自己資本の充実度に関する事項
信用リスクに関する事項
信用リスク削減手法に関する事項
派生商品取引及び
　長期決済期間取引等に関する事項
証券化エクスポージャーに関する事項
出資等エクスポージャーに関する事項
金利リスクに関する事項

　うち3か月以上延滞債権
　うち貸出条件緩和債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権
危険債権
要管理債権

正常債権

＊
＊
＊

＊
＃　　　

＊
＊
＊

＊
＊
＊

＊
＊
＊
＊
＊
＊

＊
＊
＊

32
33
33

39

40
該当ございません
該当ございません
該当ございません

38
38
33
33
41
42
43
43
41

該当ございません
該当ございません

44
45

【その他の業務等】
外国為替取扱実績
公共債引受額
公共債窓販実績
手数料一覧

該当ございません
該当ございません

38
26

【その他】
総代会について
報酬体系について
地域活性化に関する取り組み方針
中小企業の経営支援および
　　　　地域の活性化に関する取り組み状況
社会・地域貢献活動
トピックス
主な商品・サービスのご案内

（注）

12.13
13
14

14
15.16
17～22
23～26

【有価証券に関する指標】
商品有価証券の種類別平均残高
有価証券の種類別残存期間別残高
有価証券の種類別平均残高
預証率（期末・期中平均）
有価証券の時価情報

＊
＊
＊
＊

該当ございません
40
40
40
40

＊ 印は「協同組合による金融事業に関する法律施行規則」、
＃ 印は「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則」
　に規定されている法定開示項目です。

＊

業務純益、実質業務純益、コア業務純益及び＊
　　　コア業務純益（投資信託解約損益を除く。） 36

索　引
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